
Ⅰ　都道府県・指定都市の障害者計画について
計画期間

　平成１５～
　　　　２４年度

Ⅱ　都道府県・指定都市における障害者施策関係単独事業について（平成１６年度）
分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

啓発・広報 福祉読本「みんなのしあわ
せ」の発行
（障がい福祉課）

昭和５７年度 － 　障がいのある人や高齢者に対する正しい理解と知識を
深めるために、小学校高学年を対象とした福祉読本を発
刊し、福祉の啓発を図る。

身体障害者福祉月間行事
（身体障害者福祉セン
ター）

昭和４９年度 1,313 　身体に障がいのある方の関連行事の実施に伴い，広く
一般市民に対し，身体に障がいのある方の生活を紹介
し，正しい理解を求める。

福祉用具公開講座
（身体障害者福祉セン
ター）

平成１５年度 － 　福祉用具や在宅介護に関心のある市民の方を対象
に，用具を選ぶときのポイントや使い方・介助方法等を体
験を通じて学ぶことにより，福祉の啓発・理解の促進を図
る。

生活支援 身体障害者入浴サービス
事業（施設入浴）
（障がい福祉課）

昭和５７年度 14,734 　在宅で入浴が困難な重度の身体障がいのある人に対
し，特別養護老人ホーム等の入浴設備を利用して，入浴
の機会を提供する。

障害者生活支援事業
（障がい福祉課）

平成１０年度 15,000 　身体障がい者やその家族の地域生活を支援するため，
在宅福祉サービスの利用援助，社会資源の活用や社会
生活力を高めるための支援，ピアカウンセリング，介護相
談や情報の提供等を総合的に行う。

障害児（者）地域療育等支
援施設事業
（障がい福祉課）

平成８年度 45,907 　在宅障がい児（者）のライフステージに応じた地域での
生活を支援するため，障がい児（者）施設等の有する機
能を活用し，療育，相談体制の充実を図るとともに，各種
福祉サービスの提供の援助，調整等を行う。

心身障がい者交通費助成
（障がい福祉課）

昭和４６年度 1,337,372 　身体障がい者等及び介護者に対して，札幌市の区域内
の停留所相互間のバス，地下鉄，電車の乗車料金，タク
シーの基本料金又は自動車燃料を助成する。

精神障害者交通費助成事
業（障がい福祉課）

平成１０年度 352,460 　精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている精神障
がいのある方に対し，社会参加の促進を図ることを目的
として，市営交通，民営バス，タクシー料金，自動車燃料
費を助成する。

精神障害回復者通所交通
費助成
（障がい福祉課）

平成３年度 4,616 　在宅精神障がい回復者が，小規模共同作業所又は授
産施設に通所するために要する交通費を助成して，その
経済的負担を軽減し，もって在宅精神障がい回復者，社
会参加の促進を図る。

身体障害者結婚相談員
（身体障害者福祉セン
ター）

昭和５２年度 342 　身体に障がいのある方の結婚相談に応じ，必要な助言
指導や紹介を行う。「未婚者の集い」開催。
　（人件費予算は，身体障害者就職相談員に含む。）

身体障害者相談員
（身体障害者福祉セン
ター）

昭和４２年度 2,508 　身体に障がいのある方の更生援護の相談に応じ，必要
な指導を行うとともに，地域活動の推進，関係機関との連
携・協力等を行う。

知的障害者相談員
（知的障害者更生相談所）

昭和４３年度 490 　知的障がいのある人またはその保護者からの相談に
応じ，必要な援助を行う。

更生相談
（身体障害者福祉セン
ター）

昭和５３年度 259 身体に障がいのある方の各種相談に対して援護指導を
行い、在宅社会生活への適応性向上及び自立促進を図
る。（人件費予算は、身体障害者就職相談員に含む。）

札幌市障害者保健福祉計画 ① 市民，地域の障害に関する理解の促進，② 施設，病院から地域への
移行推進とサービスの自己決定のための支援，③ 精神障害者社会復帰
施策の総合的な取組を重点課題とし，「地域で自立した生活をおくること
ができる共生社会の実現」を目指す。

札　　幌　　市

計画の名称 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
日常生活訓練
（身体障害者福祉セン
ター）

昭和５３年度 2,175 　身体に障がいのある方に日常生活動作等機能回復の
ための歩行・動作・聴言等の訓練を行い，在宅社会生活
への適応性向上及び自立促進を図る。

社会適応訓練
（身体障害者福祉セン
ター）

昭和５５年度 2,628 　身体に障がいのある方に教養の向上や社会適応に必
要な教養講座等講習会を行い，在宅社会生活への適応
性向上及び自立促進を図る。

在宅重度心身障害者（児）
紙おむつ支給事業
（障がい福祉課）

昭和５９年度 68,682 　感覚マヒ等により常時おむつを使用している在宅の重
度心身障がい（児）者に紙おむつを支給する。

身体障害者寝具洗濯乾燥
事業
（障がい福祉課）

平成元年度 351 　在宅で寝たきりの重度の身体障がいがある人が使用し
ている寝具等の洗濯乾燥を行う。

身体障害者自立更生促進
資金貸付
（障がい福祉課）

昭和４９年度 27,000 　身体に障がいのある人の自立更生に必要な資金を貸し
付け、生活の安定と福祉の増進を図る。

知的障害者生活寮運営費
補助
（障がい福祉課）

昭和５９年度 9,029 　知的障がいのある人で，家庭環境・住宅事情等の理由
により，現に住居を求めているもののうち，日常生活及び
社会適応等の指導を要する者を入寮させる。

精神障害者共同住居運営
費補助
（障がい福祉課）

平成４年度 47,037 　住居確保が困難な回復途上にある精神障がい者に対
し，共同で生活する場を提供し，日常生活における指導
及び援助を行う

生活環境

教育・育成 地域学習校モデル事業
（教育委員会教育推進課）

平成１５年度 1,000 　盲，聾，養護学校に在籍する児童生徒が居住する地域
の学校を地域学習校と位置づけ，地域学習校でのふれ
あいなどを通じて障がいのある児童生徒の地域における
活動の場を広げていく。

１歳６か月児，３歳児精神
発達精密健診，事後指導
（児童福祉総合センター）

平成２年度 9,258 　１歳６か月児，３歳児健康診査で発達の遅れが認めら
れたり，疑われたりする児童に対して実施するとともに，
関係機関との連携強化を行う。

発達に心配のある子ども
の療育支援事業
（児童福祉総合センター）

平成９年度 17,847 　発達に心配のある子どもに対して遊戯療法により発達
援助を行う。

発達医療センター事業
(発達医療センター）

昭和５４年度 32,642 　発達の遅れや心身の障がいが疑われる乳幼児を早期
に診断し治療するとともに，理学療法や作業療法，言語
聴覚療法などのリハビリテーション，保育，各種相談，福
祉の情報提供などを行っている。

先天性障害乳幼児療育事
業

平成７年度 6,251 　０～２歳の先天性障がい児（ダウン症候群など）に対し
て療育指導を実施する。

障害児保育巡回指導
（子育て支援部保育課）

昭和６１年度 1,970 　障がいのある子の受入をしている保育所において，
各々の障がいに対応した適切な保育が行われるよう，専
門的知識を有する心理判定員等を定期的に派遣し，保
育技術向上のための指導を行う。

雇用・就業 知的障害者就労相談主任
手当支給事業
（障がい福祉課）

平成８年度 14,880 　知的障がい者を雇用し，社団法人札幌市知的障害者
職親会の就職予後指導事業の対象となっている企業に
対し，知的障がい者の安定的就労を図るため，その雇用
する職員に対して指導的立場にある職員の業務を助成
する趣旨で手当支給事業を補助している。

身体障害者就職相談員
（身体障害者福祉セン
ター）

昭和４９年度 2,795 　身体に障がいのある方の就職相談に応じ，必要な助
言・指導を行うとともに，公共職業安定所との連携の下
に，身体に障がいのある方の雇用促進を図る。
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
心身障害者小規模授産施
設運営費補助
（障がい福祉課）

昭和５６年度 826,344 　企業に雇用されることが困難な在宅の身体及び知的に
障がいのある方々に福祉的就労の場を提供し，社会参
加を図るために独立自活に必要な作業訓練を行っている
地域の小規模作業所に運営費を補助する。

精神障害回復者小規模共
同作業所運営費補助
（障がい福祉課）

昭和５６年度 372,977 企業に雇用されることが困難な在宅の精神に障がいの
ある方々に福祉的就労の場を提供し，社会参加を図るた
めに独立自活に必要な作業訓練を行っている地域の小
規模作業所に運営費を補助する。

保健・医療 身体障害者健康審査事業
（障がい福祉課）

平成５年度 389 　車いすを使用している身体に障がいのある人を対象
に，車いすを使用することによる２次障がいを予防するた
め，定期的に健康診断を実施する。

情報・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

福祉バスの運行
（身体障害者福祉セン

昭和４８年度 2,993 　身体に障がいのある方の社会活動を促進するため，車
椅子リフト付バスを運行する。

国際協力
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Ⅰ　都道府県・指定都市の障害者計画について
計画期間

平成１５～
　　　１９年度

Ⅱ　都道府県・指定都市における障害者施策関係単独事業について（平成１６年度）
分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

啓発・広報 出前講座
（障害企画課）

平成14年度 0 　仙台市の障害者施策や事業についてわかりやすく説明
するとともに意見交換を行い，市民の皆さまに施策への
理解を深めていただき，市民と行政のパートナーシップを
すすめようとするものです。

生活支援 障害者交通費助成事業
（障害企画課）

平成元年度 538,604 福祉タクシー券、ふれあい乗車証、自家用車燃料費助成
券を配布している。

重度身体障害者日常生活
用具給付事業（仙台市単
独）　　　　　（障害企画課）

平成6年度 4,595 　国のメニューにないエアーパッド、パルスオキシメーター
の給付を仙台市が独自に行っている。

全身性障害者指名制介護
助成事業
（障害企画課）

平成9年度 20,331 　重度の脳性麻痺等により全身に障害があり、家族に適
当な介護者がいない障害者を対象に障害者本人に介護
人を選任してもらい、その介護にかかる費用の一部を助
成している。

ガイドヘルパー派遣事業
（障害企画課）

昭和54年度 17,161 重度視覚障害者、上下肢又は体幹に障害を有し障害程
度１～２級の者で、家族に適当な付添介助をするものが
なく外出等社会参加に支障のある方を対象にガイドヘル
パーを派遣している。

在宅酸素療法者酸素濃縮
器等利用助成事業
（障害企画課）

平成7年度 14,373 酸素濃縮器や人口呼吸器使用にかかる電機料金の一部
を助成している。

リフト付自動車運行助成
事業
（障害企画課）

平成6年度 11,136 一般の交通手段の利用が困難な車いす使用の身体障害
者の外出・社会参加促進のため、リフト付自動車運行事
業団体いに対し補助している。

身体障害者福祉資金貸付
事業
（障害企画課）

平成4年度 2,000 市内に居住する１８歳以上の身体障害者に対し、緊急か
つ不時の出費のための資金を無利子で貸し付ける。

福祉機器リサイクル推進
事業
（障害企画課）

平成8年度 4,491 市民等からリサイクル可能な福祉機器を譲り受けて洗
浄、消毒、修理などのメンテナンスをし、必要とする方へ
提供する。

知的障害者通所更生施設
運営費補助事業
（障害企画課）

平成5年度 126,828 　重度重複障害者等を一定数受入れ、国の職員定数を
上回る職員配置を行っている施設に対し補助している。

知的障害者自立体験ステ
イモデル事業
（障害企画課）

平成14年度 9,365 　在宅の知的障害者が一定期間親元を離れての生活体
験をすることにより、グループホーム等での自立生活の
実現を支援する。

仙台市障害者保健福祉計画 　本計画は、仙台市障害者施策推進協議会の答申の内容を踏まえ、市
民の方や関係団体の意見を取り入れて策定しました。計画の対象者とし
て、身体・知的・精神の３障害と難病に加え、高機能自閉症、LD（学習障
害）、ADHD（注意欠陥・多動性障害）、高次脳機能障害等の新たな障害も
対象とし、制度のはざまにある人々への支援についても検討していきま
す。障害者の自己選択・自己決定を支援していくうえでの柱となるシステ
ム整備、地域で生活していくための基盤整備、障害者の家族に対する支
援、精神障害者に対する施策の推進などを主な視点として、十の基本方
針を掲げ、障害者一人ひとりが尊厳をもって、その人らしい自立した生活
を、地域で送ることができる社会の実現を目指します。５年間で新たに実
施する事業及び特に重点をおいて実施する事業を、「重点事業」として位
置付け、施策の重点化を図るとともに、数値による目標の設定が可能な
事業については、計画最終年度における目標数値を掲げています。

仙　　台　　市

計画の名称 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
仙台市重度障害者福祉手
当支給事業
（障害企画課）

昭和49年度 68,997 　重度障害者の生活安定のために、年額30,000円を支給
している。

仙台市外国人重度障害者
等福祉手当支給事業
（障害企画課）

平成9年度 1,728 　障害基礎年金を受給できない重度障害者たる在日外
国人等に対し、月額36,000円の手当を支給している。

心身障害者通所援護事業
費補助金交付事業
（障害企画課）

平成2年度 188,213 　在宅の知的・身体障害者のために地域的な通所の場を
設け、作業・生活指導・社会参加訓練等を行うことによ
り、心身障害者の福祉の向上を図る社会福祉法人等を
補助している。

障害者家族支援等推進事
業（障害企画課）

平成10年度 74,834 　障害児者等の在宅での地域生活継続を可能とするた
めに、手軽に利用できる介護サービスを提供する団体に
対し、運営費を補助している。

障害児放課後ケア支援事
業（障害企画課）

平成11年度 39,544 　障害児が放課後も地域の中でボランティアや仲間との
交流を通じて遊びや生活経験を広げることを目的として
事業を行う団体に対し運営費を補助している。

知的障害児通園施設助成
事業（障害企画課）

平成3年度 14,175 　民間施設における職員体制の充実を図り、公立施設と
の格差是正のために運営費を補助している。

難病患者見舞金支給事業
（障害企画課）

昭和53年度 103,470 　病気の原因がわからず、難病としての長期の治療を強
いられることに対する見舞金として支給している。

ひきこもり青少年等社会復
帰支援事業
（障害企画課）

平成14年度 3,538 　ひきこもりの青少年等が段階を踏みながら、就労を視
野にいれた社会参加を実現するためのリハビリテーショ
ン事業。

生活環境 重度心身障害児（者）住宅
改造費助成事業
（障害企画課）

平成6年度 9,785 重度障害者の住宅改造などに要する費用の一部を補助
している。

重度心身障害児（者）住宅
整備資金貸付あっせん利
子補給事業
（障害企画課）

平成6年度 466 重度心身障害児者及びその同居の家族が障害者の居
住環境を整備するために行う居宅の増改築及び改造工
事に必要な資金の貸付をあっせんし、利子を助成する。

教育・育成 学習障害児等教育推進事
業（教育相談課）

平成８年度 3,043 学習障害児等教育検討委員会や巡回相談員，専門家
チームなどの事業を通して，これらの児童生徒の教育の
充実を図る。

　
注意欠陥/多動性障害児
等個別指導補助プラン
（教育相談課）

平成１４年度 59,038 注意欠陥/多動性障害児等のいる通常の学級に指導補
助員（週３０時間勤務の非常勤嘱託職員）を配置し，指導
や校内体制の充実を図る。

学校建設費（維持修繕）
（教育局学校施設課）

不明（平成８年
度以前）

48,735 一人一人の障害の状態に応じ，学校施設のバリアフリー
化を図るため，市立学校の施設を改修する。また、障害
児の進級に伴う修繕を行う。

雇用・就業 障害者就労支援センター
運営事業
（障害企画課）

平成12年度 61,002 　就労全般にわたって本人や家族、事業主等からの相談
に応じ、ジョブコーチやヒューマンアシスタントを派遣し、
能力開発から職場定着まで一貫して総合的な支援をす
る。

障害者就労訓練事業
（障害企画課）

平成11年度 5,452 　就労訓練の場として一般の店舗の一角を借り、授産製
品等の販売、接客訓練を行う。

心身障害者施設自主製品
展示販売促進事業
（障害企画課）

平成9年度 2,257 　授産品販売を行う社会福祉法人等に対し、製品カタロ
グ作成費用の一部を補助している。

精神障害者小規模作業所
運営費補助事業
（障害企画課）

平成6年度 295,468 　在宅の精神障害者に生活指導や作業訓練を行う小規
模作業所に対し補助している。
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

保健・医療 心身障害者医療費助成事
業（障害企画課）

昭和48年度 1,184,397 　心身障害者の保険診療の自己負担相当額を助成して
いる。宮城県の補助金による部分と、仙台市単独で上乗
せしている部分がある。

精神科デイケア推進事業
（障害企画課）

平成13年度 4,676 　精神障害者の社会復帰促進のため、民間クリニック等
の開業医での精神科デイケア事業運営費に対し補助し
ている。

情報・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

身体障害者コミュニケー
ション支援事業
（障害企画課）

平成7年度 1,250 　身体障害者のコミュニケーション機会拡大と社会参加
促進を図るため、パソコン本体購入費の一部を助成して
いる。

国際協力 障害者国際交流事業
（障害企画課）

平成7年度 3,000 障害者が国際社会の一員として海外の実情を知り、国際
的な視野に立った福祉のあり方を追求するため、海外視
察研修事業等を行う団体に対し補助している。
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Ⅰ　都道府県・指定都市の障害者計画について
計画期間

　平成１５～
　　　　１９年度

Ⅱ　都道府県・指定都市における障害者施策関係単独事業について（平成１６年度）
分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

啓発

生活支援 日常生活用具自己負担助
成事業
（障害福祉課）

平成１５年度 2,500 　日常生活用具の給付を受けた障害者等に対し、自己負
担額を助成する。

補装具自己負担助成事業
（障害福祉課）

平成１５年度 50,619 　補装具の給付を受けた障害者等に対し、自己負担額を
助成する。

知的障害児（者）短期入所
事業
（障害福祉課）

平成１５年度 3,462 　疾病等の理由により、居宅における介護ができない場
合に、一時的に社会福祉施設等に入所させる。(支援費
制度を補完する事業として実施)

知的障害児（者）レスパイ
トサービス事業
（障害福祉課）

平成１５年度 1,213 　知的障害児（者）を施設で預かり、介護者を一定期間介
護から開放することにより、心身のリフレッシュを図る。
(支援費制度を補完する事業として実施）

障害児（者）生活サポート
事業
（障害福祉課）

平成１５年度 25,202 　障害児（者）の一時預かり、派遣による介護等のサービ
スを提供する団体に補助する。

精神障害者生活サポート
事業
（障害福祉課）

平成１６年度 1,140 　精神障害者の一時預かり、派遣による介護等のサービ
スを提供する団体に補助する。

生活ホーム事業
（障害福祉課）

平成１５年度 110,242 　家庭環境、住宅事情等により自立した生活ができない
心身障害者の社会的自立を図るため、生活ホームを運
営する団体に補助する。

心身障害者地域デイケア
事業
（障害福祉課）

平成１５年度 523,236 　身近な地域で通所により必要な自立訓練又は授産活
動を行う施設に補助する。

訪問理容サービス事業
（障害福祉課）

平成１５年度 1,710 　在宅の重度心身障害者に理容師を派遣する。

聴覚障害者相談事業
（障害福祉課）

平成１５年度 1,564 　聴覚障害者のための相談員を設置し、障害者生活支援
事業の一環であるピアカウンセリング等との連携を図りな
がら、家庭内問題等の相談に応じ、必要な助言及び情報
の提供を行う。

福祉タクシー利用料助成
事業
（障害福祉課）

平成１５年度 129,200 　重度障害者等に、タクシーの初乗運賃相当額が無料と
なる福祉タクシー利用券を年間３６枚（３級の下肢・体幹
機能障害者は２４枚）を限度に交付する。

心身障害者相談員設置事
業
（障害福祉課）

平成１５年度 17,271 　各区の窓口に相談員を設置し、心身障害者等の日常
生活上の問題や更生援護のための相談に応じ必要な助
言及び指導を行う。

リフト付大型バス運行事業
（障害福祉課）

平成１５年度 1,525 　障害者の団体のために、リフト付大型バスの運行事業
を埼玉県と共同で実施する。

自動車燃料費助成事業
（障害福祉課）

平成１５年度 18,324 　１リットルにつき５０円、半年毎に６，０００円、１年度につ
き１２，０００円を限度に助成する。

さいたま市障害者計画 　「障害のある人もない人も、すべての市民がともに学び、働き、暮らす都
市『さいたま』をめざして」を基本方針とし、一人ひとりの状況に応じた総合
的な支援が行えるような仕組みづくりを重視しながら、教育、就労、地域
生活などのあらゆる分野で、障害者（児）が社会参加できる環境を整え
る。

さ  い  た  ま  市

計画の名称 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
難病患者見舞金支給事業
（障害福祉課）

平成１５年度 135,000 　難病患者（指定疾患医療受給者証所持者）に対し、見
舞金として年間３０，０００円を支給する。

難病患者手術見舞金支給
事業
（障害福祉課）

平成１５年度 3,500 　難病手術を受けた方に、見舞金として５０，０００円を支
給する。

障害児特別療育費補助事
業
（障害福祉課）

平成１５年度 28,206 　重度の心身障害児が入（通）所している心身障害児施
設に対し、特別療育費を助成する。（国の重度加算の対
象者を除く）

貸しおむつ利用料助成事
業

平成１５年度 433 　社会福祉法人の重症心身障害児施設が行う貸しおむ
つ利用事業に対して、予算の範囲内で補助を行う。

全国障害者スポーツ大会
事業
（障害者スポーツ大会推
進室）

平成１５年度 435,000 　第４回全国障害者スポーツ大会『まごころ大会』を埼玉
県と共同で開催する。また、選手の育成を行い、さいたま
市選手団を結成し派遣する。

障害児保育事業
（保育課）

平成１５年度 5,261   障害児保育事業を実施する民間保育所の当該事業に
要する経費を補助する。

養護学校放課後児童対策
事業
（保育課）

平成１５年度 35,795   養護学校に通学する児童の放課後の健全育成を図る
ための養護学校児童クラブに対する事業であり、予算の
範囲内で補助等を行う。

生活環境 重度身体障害者（児）居宅
改善整備費補助事業
（障害福祉課）

平成１５年度 7,500 　肢体不自由者・児が生活し易いよう住居の一部を改善
する場合の経費を補助する。

福祉のまちづくり推進事業
（福祉総務課）

平成１５年度 6,922 　福祉のまちづくり推進協議会の設立及び福祉のまちづ
くり推進指針の策定や適合証プレートの作成のほか、推
進協議会の運営等。

交通バリアフリー基本構想
策定事業
（都市施設課）

平成１６年度 16,500 　全体構想・基本構想を策定し、「さいたま市交通バリア
フリー基本構想」としてまとめる。

交通バリアフリー化設備補
助事業
（都市施設課）

平成１６年度 103,000 　鉄道事業者が市内駅（改札内）においてバリアフリー化
整備を行う際に補助金の交付を行う。

ノンステップバス導入促進
事業
（交通政策課）

平成１５年度 26,400 　交通バリアフリー法の施行（Ｈ１２年１１月）に伴い、路
線バスのバリアフリー化を推進し、高齢者や障害者及び
子育て世代等のバス利用の利便性の向上を図るため
に、路線バス事業者が行なうノンステップバスの導入に
対し補助を行なう。

教育・育成

雇用・就業 （仮称）障害者総合支援セ
ンター整備検討委員会運
営事業
（障害福祉課）

平成１６年度 333 　検討委員会において基本方針、基本構想の策定、セン
ター機能を検討する。

精神障害者社会適応訓練
事業
（障害福祉課）

平成１５年度 4,448 　精神障害者を一定期間事業所に通わせ、集中力・対人
関係能力・仕事に関する持続力及び環境適応能力等の
向上を図るための社会適応訓練を行う。

盲学生技能習得訓練事業
（障害福祉課）

平成１５年度 1,991 　自立更生を目指す視覚障害者が、あん摩マッサージ指
圧師、はり師、きゅう師となるのに必要な知識及び技能を
修得するための訓練を（社福）東京ヘレン・ケラー協会に
委託して実施する。

精神障害者小規模作業所
運営費等補助事業
（障害福祉課）

平成１５年度 86,835 　精神障害者小規模作業所を運営する団体に運営費等
を補助する。Ａタイプ（定員１０～１９人）５，０００千円、Ｂタ
イプ（７～９人）４，２００千円、家賃３０千円／月、設備整
備費５００千円限度の３／４。
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
授産製品販売所提供事業
（障害福祉課）

平成１５年度 － 　区役所内に、施設職員及び通所者が授産製品の販売
を行うスペースを提供し、授産活動の支援と障害者福祉
の理解促進を図る。

保健・医療 手帳診断書料助成事業
（障害福祉課）

平成１５年度 7,680 　身体障害者手帳交付申請時に要する診断書に係る費
用を助成する。

精神科医療適正化事業
（地域保健課）

平成１５年度 2,662 　市内の病院から提出される措置入院者定期病状報告
書、医療保護入院者入院届と医療保護入院者定期病状
報告書に対して文書料を補助する。

情報・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

障害者公衆ＦＡＸ事業
（障害福祉課）

平成１５年度 1,133 　公共施設等にFAXを設置し聴覚障害者のコミュニケー
ションを確保する。

市報の点字版・テープ版
発行
（広報課）

平成１５年度 1,669 　市報の点字版・テープ版を毎月発行し視覚障害者へ市
政情報を提供する。

メールによる１１９番通報
受信
（指令課）

平成１６年度 － 　聴覚障害者等の方のうち、登録者を対象として携帯電
話からのメールによる火災や救急などの災害通報を受信
する。

国際協力
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Ⅰ　都道府県・指定都市の障害者計画について
計画期間

　平成１３～
　　　　２７年度

　平成１３～
　　　　１７年度

Ⅱ　都道府県・指定都市における障害者施策関係単独事業について（平成１６年度）
分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

啓発・広報

生活支援 福祉手当支給事業 昭和３８年度 1,143,167 　重度の心身障害者（児）又は日常介護に当たっている
者に福祉手当月額１４,１７０円を支給する。

児童福祉法外援護事業
（障害保健福祉課）

平成２年度 4,042 　在宅の心身障害児（者）に対し、補装具・日常生活用具
等の自己負担額の半額を助成する。

重度心身障害者福祉給付
金支給事業

平成７年度 864 　障害基礎年金等の受給資格がない重度心身障害の外
国人に給付金を支給する。

福祉タクシー事業 昭和５４年度 157,518 　重度の心身障害者（児）・精神障害者がタクシーを利用
する場合に、運賃の一部を助成する。

自動車燃料費助成事業 平成８年度 118,870 　重度の心身障害者（児）・精神障害者が日常生活に使
用する自動車燃料の購入に要する経費の一部を助成す
る。

各種助成事業 平成２年度 24,600 　在宅の身体障害者に対し、補装具・日常生活用具等の
自己負担額の半額を助成する。

全国障害者スポーツ大会
派遣事業
（障害保健福祉課）

平成１３年度 4,975 　心身障害者の自立と社会参加の促進を目的に開催さ
れる全国スポーツ大会に、千葉市代表選手を派遣する。

心身障害者福祉団体補助
金交付事業
（障害保健福祉課）

昭和６０年度 5,488 　心身障害者福祉団体が実施する各種福祉事業に要す
る経費について、予算の範囲内で補助金を交付する。

障害児（者）地域療育等支
援事業
（障害保健福祉課）

平成１５年度 19,837 　障害児（者）施設の有する機能を活用し、地域での生活
支援及び療育、相談体制の充実を図るとともに、各種福
祉サービスの提供、援助調整等を行なう。

障害者生活支援事業 平成１３年度 25,823 在宅障害者に対して、在宅福祉サービスの利用援助、社
会資源の活用や社会生活力を高めるための支援、ピアカ
ウンセリング、介護相談及び情報提供等を総合的に行
う。

知的障害者生活ホーム運
営事業
（障害保健福祉課）

平成５年度 38,544 　独立した生活を求めている、又は家庭における養育が
困難な知的障害者に対し居室を提供し、日常生活及び社
会適応に必要な援助を行なう。

知的障害者グループホー
ム等開設準備費・世話人
代替費補助事業
（障害保健福祉課）

平成１４年度 7,200 　知的障害者グループホーム及び知的障害者生活ホー
ムの開設及び代替世話人の配置に要する経費につい
て、予算の範囲内で補助金を交付する。

福祉カー貸付事業 平成２年度 143 　障害者や障害者福祉事業関係者にリフト付きワゴン車
を貸し出すことにより、社会参加を促進する。

生活環境 重度心身障害者住宅改造
費助成事業

平成６年度 48,643 　在宅の重度の心身障害者世帯に、障害にあった浴室・
トイレ・台所等の住環境に関する経費の一部を助成す
る。

千葉市障害者保健福祉推進計画 　総合保健福祉計画に基づき、リハビリテーションの理念に立ち、障害者
保健福祉施策を体系的・総合的に策定する。

千葉市総合保健福祉推進計画 　千葉市新総合ビジョンに基づき、安心して暮らせる健康福祉のまちの実
現に向けて、各種施策を総合的・計画的に展開する。

千　　葉　　市

計画の名称 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

障害者世帯住替家賃助成
事業

平成５年度 1,002 　民間の賃貸住宅に居住する心身障害者が転居を求め
られた場合に、転居費用や家賃の差額等を助成する。

教育・育成 肢体不自由児・知的障害
児激励会開催事業
（障害保健福祉課）

昭和５６年度 1,385 　心身障害児及びその家族の交流と親睦を図るため、各
激励会を開催する。

トイライブラリー運営事業
（障害保健福祉課）

昭和６０年度 560 　在宅の心身障害児に、おもちゃの貸し出しを行うととも
に、遊び方・使い方等に関する相談・指導を行う。

雇用・就業 心身障害者ワークホーム
運営事業

昭和６１年度 210,903 　在宅の心身障害者が、一般家庭の居室等を利用し軽
作業等を通してふれあうワークホームの運営費等を助成
する。

心身障害者福祉作業所運
営事業

平成３年度 7,812 　在宅の心身障害者に仕事を与えるとともに、生活指導
等を併せて行う民間福祉作業所の運営費等を助成する。

精神障害者共同作業所運
営補助事業

平成８年度 62,986 　精神障害者家族会等が運営する共同作業所に対し、運
営費等を助成する。

精神障害者通所施設通所
交通費助成事業

平成８年度 6,136 　通所施設に通所する精神障害者に対し、通所に必要な
交通費の一部を助成する。

心身障害者通所交通費助
成事業

昭和５８年度 51,835 　通所施設に通所する心身障害者に対し、通所に必要な
交通費の一部を助成する。

保健・医療 精神障害者入院医療費助
成

昭和５８年度 24,153 　精神障害者が、精神障害の医療を受けるために入院し
た場合に、本人負担額の１／２を助成する。

精神科緊急医療対策事業 平成８年度 3,225 　市長が入院措置をした精神障害者を、指定病院に迅速
に入院させ、適切な医療及び保護を図る。

情報・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

心のふれあいフェスティバ
ル

平成８年度 150 　精神障害者に文化活動の場を提供し、障害者相互及び
一般市民との交流を図る。

国際協力
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Ⅰ　都道府県・指定都市の障害者計画について
計画期間

平成１４年度～
　　　　１８年度

平成１６年度～
　　　　２０年度

平成１６年度～
　　　　２０年度

Ⅱ　都道府県・指定都市における障害者施策関係単独事業について（平成１６年度）
分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

啓発・広報

生活支援 障害者地域活動ホーム生
活支援事業
（福祉局障害福祉課）

昭和５６年度 292,687 　入所機能のない地域生活支援のための拠点施設にお
けるショートステイ・一時ケア・余暇活動支援・おもちゃ文
庫等の実施に係る経費の補助

通所施設ナイトケアサービ
ス事業
（福祉局障害福祉課）

平成３年度 20,625 　通所施設での宿泊を伴う短期入所

在宅障害児者緊急一時保
護事業
（福祉局障害福祉課・中央
児童相談所）

平成１５年度 4,454 　緊急時（一時的なもの）に介護人を自宅派遣

運営委員会運営型障害者
グループホーム設置運営
費補助事業
（福祉局障害福祉課）

昭和６０年度 936,024 　法人格を有しない運営委員会が設置・運営するグルー
プホームに対し、運営費等を補助

在宅心身障害者手当給付
事業
（福祉局障害福祉課）

昭和４８年度 1,824,416 　在宅の心身障害者に対し手当を支給

身体障害者奨学金支給事
業

昭和３９年度 11,970 　経済的理由により就学が困難な身体障害者に学資を
支給し、社会的自立を促進する。

訓練介助器具助成事業
（福祉局障害福祉課）

昭和５７年度 20,342 　在宅障害児に訓練器具、自助具、介助用具の購入経
費の一部を助成する。

在宅重度障害者タクシー
料金助成
（福祉局障害福祉課）

昭和５８年度 694,942 　在宅重度障害者に対して、１枚６６０円の助成券を、月６
枚（年７２枚）を限度として交付する。

ハンディキャブ事業
(福祉局障害福祉課）

平成３年度 65,432 　車いす常用の重度障害者を対象に、リフト付き車両の
運行、貸出及び運転ボランティアの紹介を行う。

ガイドボランティア事業
（福祉局障害福祉課）

平成３年度 31,383 　重度の視覚障害者や全身性障害者が、社会生活上必
要な外出をするときにガイドを派遣する障害者団体が行
う事業に対し、事業費の補助を行う。

障害者住環境整備事業
（自立支援機器助成）
（福祉局障害福祉課）

平成５年度 121,589 　障害者が住みなれた自宅で生活し続けられるよう、障
害の状況等に応じ、移動リフトや階段昇降機等の機器の
購入。取り付けを助成する。

生活環境

横浜市障害児教育プラン
（教育委員会障害児教育課）

　横浜市の障害児教育の現状と課題や市民ニーズ等を把握しながら、市
の総合計画「中期政策プラン」に掲げる施策・事業をはじめ、新たな時代
にふさわしい障害児教育施策を総合的・計画的に推進するための具体的
な実行計画を策定しました。

横浜市障害者プラン
（福祉局障害福祉課、衛生局精神保健

　中期政策プランのうち、障害者施策に関することを切り出し、平成１５年
度中の完成に向けて現在策定中です。

横浜市中期政策プラン   本市総合計画

横　　浜　　市

計画の名称 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

教育・育成 障害児学校生活支援事業
（教育委員会障害児教育
課）

平成７年度 61,607 　小・中・盲・ろう・養護学校に在籍する児童生徒の保護
者が行っている介助や登下校を支援するため、学校生活
支援員を配置する。

養護学校医療的ケア体制
整備事業
（教育委員会障害児教育

平成１５年度 19,151 　肢体不自由養護学校に看護師を配置し、医療的ケアの
実施体制を整備する。

学齢障害児夏休み支援事
業
（教育委員会障害児教育
課）

平成１５年度 3,956 　学齢障害児の夏休み期間中における余暇活動の充実
及び保護者の介助負担の軽減を図るため、盲・ろう・養護
学校において、教員や地域協力者によるプール指導・開
放や部活動・文化活動を行う。

高等養護学校就労支援事
業

平成１４年度 8,040 　高等養護学校生徒の就労先の確保、就労先での定着
指導を行うため、就労支援指導員を配置する。

学齢障害児地域生活サ
ポート事業（モデル事業）
（福祉局障害福祉課）

平成１６年度 5,000 　学齢期の障害児とその家族の日常的な暮らしを支える
ため、いつでも気軽に利用できる場の提供や、地域の課
題に応じて様々な事業を実施する地域拠点をモデル的に
開設する団体に対して、経費、事業費等を助成する。

雇用・就業 障害者地域就労援助セン
ター運営費補助事業
（福祉局障害福祉課）

平成３年度 101,100 　障害者の就労定着支援を行う当センター（４カ所）の運
営費補助

知的障害者ホームヘルプ
３級養成講座
（福祉局障害福祉課）

平成１６年度 500 介護分野への職域拡大のため、知的障害者向けにホー
ムヘルプ３級養成講座を実施する。

知的障害者雇用拡大事業
（福祉局障害福祉課）

平成１６年度 4,816 知的障害者の雇用拡大のために、①知的障害者を雇用
して起業しようとする起業家の支援、②企業や市役所で
の職場体験実習事業、③障害者の就労継続を支援する
ボランテイアの育成・活用事業を実施する。

企業支援事業
（福祉局障害福祉課）

平成１５年度 840 　障害者の就労の場を拡大するため、障害者雇用を検討
する企業に対し、特例子会社設立や求人登録等の相談・
助言等を行う。

ふれあいショップ設置促進
事業
（福祉局障害福祉課）

平成４年度 18,000 　公共施設内に喫茶店等を設置し、障害者の就労の場
の確保と障害者福祉の理解促進を図る。

障害者福祉的就労援助事
業

平成元年度 43,042 　一般就労することが困難な知的障害者を雇用する事業
所に対して、奨励金を交付

農業就労援助事業
（福祉局障害福祉課）

平成４年度 18,050 　就労を希望する知的障害者を対象に研修を行い、農業
分野等で適正にあった職場の開拓、就労後の定着などを
援助。

共同受注事業
（福祉局障害福祉課）

昭和５７年度 7,737 　授産施設や地域作業所等に対する作業導入のための
企業開拓

就労援助事業
（福祉局障害福祉課）

昭和５７年度 1,456 　公共職業安定所等関係機関との連携により、障害者雇
用促進月間において、企業・市民に対する啓発を実施。

障害者地域作業所設置運
営費補助事業
（福祉局障害福祉課）

昭和５２年度 2,227,792 　障害者が自主製品等の製作を行い、社会参加を行う場
である障害者地域作業所に対し、運営費等を補助

精神障害者小規模授産施
設運営助成事業
（衛生局精神保健福祉課）

平成１５年度 88,454 　作業訓練や生活指導を行い、就労意欲の向上等を図る
活動を行う「小規模授産施設」を運営する　法人に対し
て、助成を行う。

精神障害者地域作業所助
成事業
（衛生局精神保健福祉課）

昭和５７年度 1,059,711 　精神障害者に対して、作業訓練や生活指導等を通し
て、就労意欲の向上や対人関係の改善等を援助し、社会
復帰促進を図る地域作業所の設置・運営を助成する。
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
精神障害者社会適応訓練
事業
（衛生局精神保健福祉課）

平成８年度 21,931 　就労が困難な精神障害者を対象に、民間の協力事業
所に対して作業能力や環境適応能力等の向上を図るた
めの訓練を委託し、就労前訓練を行う。

保健・医療 こころの健康相談ｾﾝﾀｰ事
業
（衛生局精神保健福祉課）

平成14年度 40,742 　精神保健及び精神障害者福祉に関し、知識の普及啓
発や調査研究、相談及び指導のうち複雑困難なものなど
を「こころの健康相談センター」において行う。

精神科救急医療対策事業
（衛生局精神保健福祉課）

平成８年度 176,166 　精神保健福祉法により自傷他害のある精神障害者の
方への診察、入院への受入を行う。

精神障害者生活支援ｾﾝ
ﾀｰ整備事業
（衛生局精神保健福祉課）

平成７年度 50,496 　地域で生活する精神障害者の日常生活の支援、相談、
地域における交流活動の促進等を行うことにより、精神
障害者の社会復帰、自立及び社会参加の促進を図るこ
とを目的とする施設を整備する。

精神障害者生活支援ｾﾝ
ﾀｰ運営事業
（衛生局精神保健福祉課）

平成１１年度 115,076 　地域で生活する精神障害者の日常生活の支援、相談、
地域における交流活動の促進等を行うことにより、精神
障害者の社会復帰、自立及び社会参加の促進を図るこ
とを目的とする施設の運営を行う。

精神保健福祉対策事業
（衛生局精神保健福祉課）

昭和４０年度 24,494 　個別相談、集団援助、普及啓発及び生活教室、家族教
室、連絡会等により、精神障害者の社会復帰促進を図
る。

精神障害者訪問介護等事
業
（衛生局精神保健福祉課）

平成１２年度 7,856 　精神障害者が居宅において日常生活を営むことができ
るよう、ホームヘルパーの派遣に対し、補助を行う。

精神障害者保健福祉手帳
及び特別乗車券交付事業
（衛生局精神保健福祉課）

平成８年度 491,303 　一定の精神障害を有する者に対し、障害の程度を証
し、日常・社会生活に要する福祉サービスを利用し易くす
るための手帳を交付し、精神障害者の自立や社会参加
を促進する。また、精神障害者保健福祉手帳所持者に対
して、特別乗車券を交付し、精神障害者の社会参加を促
進する。

精神障害者生活支援拠点
助成事業
（衛生局精神保健福祉課）

平成１６年度 5,539 　精神障害者の地域生活を支援するため、国の「地域生
活支援センター」の機能を有した、「生活支援拠点」を設
置運営する団体に対して、助成を行う。

精神障害者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ助
成事業
（衛生局精神保健福祉課）

平成２年度 193,192 　一定程度の自活能力のある精神障害者であって家庭
環境、住宅環境等の理由により、住宅の確保が困難な者
に対し、生活の場を確保するグループホームに対する設
置費、運営費等を助成する。

精神障害者社会復帰施設
助成事業
（衛生局精神保健福祉課）

平成元年度 13,774 　精神障害者授産施設及び精神障害者生活訓練施設
（援護寮）等を運営する法人団体に、施設運営等に係わ
る経費を補助する。

精神障害者居住支援事業
（衛生局精神保健福祉課）

平成５年度 1,875 　住宅の立て替え等による立ち退き要求を受けたり、入
居保証人が確保できないことを理由に生活困窮する精神
障害者に対して、住み替えに必要となる家賃の差額等
や、入居保証金を助成する。

精神保健福祉審議会運営
事業
（衛生局精神保健福祉課）

平成８年度 544  精神保健及び精神障害者の福祉に関する事項につい
て、市長の諮問に答えるほか、市長に意見を具申するこ
とができる、合議制の本市附属機関「横浜市精神保健福
祉審議会」の運営を行う。

精神医療適正化対策事業
（衛生局精神保健福祉課）

平成８年度 13,209 　精神障害者の人権に配慮しつつその適正な医療及び
保護を確保するため、精神障害者の入院の要否及び処
遇の適否に関する審査を行う精神医療審査会を運営す
るとともに、入院患者に対して実地に診察を行い、入院の
要否を審査する入院患者実地審査と、精神病院の運営
状況や患者の処遇について実地に調査・指導を行う精神
病院実地指導を実施する。
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
医療費公費負担事業
（衛生局精神保健福祉課）

平成８年度 53,604 　自傷他害のおそれが認められ、市長の措置による入院
が必要とされた患者に対し、入院医療費を公費により負
担する。また、患者からの申請に基づき、精神疾患の治
療に要する通院医療費を公費により負担する。

精神障害者入院医療援護
金事業
（衛生局精神保健福祉課）

平成８年度 143,149   精神保健福祉法に基づき入院している精神障害者のう
ち、一定の要件に該当する者に対して、医療費の一部を
助成する。

精神科専門病棟整備助成
事業
（衛生局精神保健福祉課）

平成１６年度 1,127 　横浜市東部病院を夜間・深夜及び休日に発生した精神
科救急患者に対応する基幹病院に位置付け、精神科救
急用の保護室３床を確保するための整備費助成を行う。

情報・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

障害者情報支援事業
（福祉局障害福祉課）

－ 8,360 　「障害福祉のあんない」の発行、ホームページ運営等

障害福祉情報システム
（福祉局地域福祉課）

平成１５年度 4,400 　「仕事」「くらし」「遊び」等生活全般の情報を障害者自ら
情報収集し、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等で情報提供しています。運営費
を市社協に補助し、市社協から当事者性を生かせる障害
当事者のＮＰＯに委託し、運営しています。

国際協力
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Ⅰ　都道府県・指定都市の障害者計画について
計画期間

　平成９年～
　　　　　　２２年

Ⅱ　都道府県・指定都市における障害者施策関係単独事業について（平成１６年度）
分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

啓発・広報 啓発・普及事業費 昭和６１年度 10,015 　身体障害者市民理解、福祉活動推進事業

生活支援 身体障害者ふれあいガイ
ド派遣事業(障害福祉課）

平成１５年度 31,590 　支援費（移動介護）の補完事業

障害児(者)一時介護事業 平成１０年度 5,782 　短期の介護人派遣
(療育福祉課）

障害（児）者家族等介護者 平成１２年度 4,320 　レスパイト事業
援助事業

心身障害者手当支給事業 昭和４８年度 612,167 　市内居住重度心身障害児・者手当支給事業
(障害福祉課）

やさしい住まい推進事業 平成１６年度 68,813  自立促進用具（移動リフト）の交付事業
（障害福祉課）  住宅設備の改良

障害者民間バス乗車券交
付事業（障害福祉課）

昭和４８年度 139,846 　特別乗車証交付事業(市バス）の補完

重度障害者福祉タクシー
事業費(障害福祉課）

昭和５８年度 142,141 　重度障害者のタクシー利用基本料金助成事業

福祉キャブ（リフト付き事
業車)運行事業

平成４年度 45,481 　重度障害者の移動手段確保事業

障害者福祉バス運行事業
（障害福祉課）

昭和５７年度 46,872 　障害者団体等が利用する福祉バス運行事業

精神障害者バス乗車券交
付事業(精神保健課）

平成９年度 94,790 　バス乗車券の交付による社会参加の促進

生活環境

教育・育成

雇用・就業 障害者ふれあいショップ運
営費補助事業（療育福祉

平成９年度 17,222 　知的障害者の雇用と就労の場の確保及び市民理解促
進

就労援助センター運営費
補助事業(療育福祉課）

平成３年度 52,810 　南部・北部就労援助センターへの運営費補助

障害者福祉的就労協力事
業所奨励事業(療育福祉

平成元年 3,060 　福祉的就労促進事業

障害者地域作業所指導事 平成５年度 426,850 　作業指導等による社会参加

精神障害者地域作業所補
助金（精神保健課）

昭和５９年度 334,510 　作業指導等による社会復帰の促進

かわさきノーマライゼーションプラン 　ノーマライゼーションの実現と社会的自立の促進、障害者の参画の推
進と権利の擁護、障害者を含む全ての市民のための施策の推進という3
つの基本的な考え方のもと、相談、教育、住宅、就労、社会参加、国際交
流等の各項目毎に、障害者福祉の充実を図る指針として策定。現在、来
年度の改訂に向け、再検討を行なっている。

計画の名称 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

川　　崎　　市
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
心身障害者モデル工場実
習事業

昭和５０年 4,757 　職場での実習や就労訓練

保健・医療 心身障害児(者）歯科治療
事業(療育福祉課）

昭和５９年 42,160 　重度心身障害児(者）の歯科治療の助成

身体障害者訪問看護等支
援サービス事業（障害福

平成１２年度 11,877 　訪問看護サービスの補完事業

精神障害者医療保護入院
等医療援護費(精神保健

平成８年度 43,644 　医療保護、任意入院精神障害者への医療扶助事業

情報・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

身体障害者コンピュータ研
修事業費(障害福祉課）

昭和６３年度 13,238 　身体障害者の職業的自立推進を目的とした事業

視覚障害者訓練事業(障
害福祉課）

昭和４９年度 2,122 　盲人図書館で行う基礎的訓練及び相談事業

国際協力
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Ⅰ　都道府県・指定都市の障害者計画について
計画期間

　平成１６～
　　　　２５年度

平成１２年～
　　　２２年度

平成１６年
　　～１８年度

Ⅱ　都道府県・指定都市における障害者施策関係単独事業について（平成１６年度）
分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

啓発・広報

生活支援 障害者地域生活支援セン
ター(障害施設課）

平成１４年度 174,923 　福祉サービスの提供にかかる援助・調整を行うととも
に、支援費制度施行に伴う相談支援及び情報提供を行う
拠点として、既存身障・知的障害者施設に設置し、障害
者の自立と社会参加の促進を図る。現在市内17か所。

重症心身障害者受入施設
補助(障害施設課）

平成７年度 71,200 　常時医療的介護を必要としない、在宅の重症心身障害
者のうち、高齢などの理由により保護者の介護が困難な
者について処遇の向上を図るため、一定数の重症心身
障害者を受け入れた施設に対し、常勤指導員を加配する
もの。

通所施設における宿泊型
短期入所事業(障害施設
課）

平成１５年度 30,368 　身近な地域において慣れ親しんだ施設で安心して短期
入所サービスを利用できるようにするため、一定水準を
満たす通所施設において宿泊型短期入所事業を実施す
るもの。

障害児(者）移送サービス
事業(障害施設課）

平成３年度 4,049 　短期入所事業を利用するもののうち、サービス実施施
設までの移送が困難な世帯に寝台タクシーを派遣して、
移送の利便を図る。

障害児　(者）施設通所付
添交通費の助成(障害施
設課）

昭和５０年度 10,739 　障害者施設に通所する障害者の付添者に対して、その
付添にかかる交通費を補助することにより、障害者の福
祉向上を図るもの。

地域生活推進事業(障害
施設課）

平成１６年度 320,359

市内の障害者福祉施設に障害者の地域生活を推進する
ため専任職員を配置し、障害者及びその家族を対象に障
害者の地域生活を維持し、また障害者の希望に基づき地
域生活への円滑な移行を促進するもの。

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ事業所　重症心
身障害者等運営費補助
(障害施設課） 平成１６年度 55,498

重症心身障害者を受け入れた施設に対し、支援費とは別
に一定額の運営費補助を行い、もって重症心身障害者
等の日中活動の場を確保するとともに、サービスの質を
確保するもの

平成14年度 1,107

平成6年度 197,677

ホームヘルパー養成研修
（障害福祉課）

ホームヘルパー2級等の資格所持者を対象に、障害者の
特性等の理解を深めるために実施するもの。

重症心身障害児小規模通
所援護事業（障害福祉課）

在宅の重症心身障害児（者）に対し、日常生活訓練・療
育を実施することにより、重度障害者の福祉の増進を図
るもの。

名古屋新世紀計画第２次実施計画 新世紀計画を具体化するための３ヵ年を単位とする実施計画。主な施策
や事業についての数量的な目標についてはこの中で明らかにしている。

名古屋新世紀計画２０１０ 市民の全ての分野にわたる市政の長期総合計画。障害の各分野につい
てもこの中に含まれる。「市障害者基本計画」はこれの障害分野の個別
計画と位置付けられている。

名古屋市障害者基本計画 ｢障害のある人もない人もお互いに人権を認め合い、共に生きる社会」を
目指し、行政だけでなく、社会を構成する全ての人が取組むべき方向を
示す。
下記の新世紀計画や実施計画と調整を行いながら、施策効果が十分に
上がるように努めている。

名　　古　　屋　　市

計画の名称 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

昭和62年度 238,170

昭和43年度 ―

昭和46年度 1,291,416

昭和53年度 685,215

平成4年度 51,483

昭和55年度 5,783

平成16年度 4,251

昭和52年度 87,828

昭和45年度 165,261

昭和42年度 188,000

平成5年度 16,848

昭和63年度 33,323

昭和62年度 3,648

平成9年度 125,941

生活環境 福祉のまちづくり推進委員
会(障害施設課)

平成５年 500 　高齢者や障害者をはじめ市民の誰もが安全で快適に
生活しやすく活動しやすい都市環境を築いていくため、幅
広い視野から専門的な審議を行い、助言などを得るも
の。学識経験者など委員21名。

肢体不自由者自立促進援
助事業（障害福祉課）

在宅重度障害者への自立生活相談・自立生活情報サー
ビス等の事業を実施するもの。

福祉用具プラザ事業（障
害福祉課）

身体障害者や身体機能の低下した高齢者の自立を援助
し、介護者の介護負担を軽減する福祉用具の普及と、介
護知識の普及を図るもの。

外国人障害者給付金（障
害福祉課）

国民年金制度の改正が行われた昭和57年1月1日にすで
に20歳に達していた外国人のうち、重度の障害者に対し
て給付金を支給するもの。

人工肛門等造設者に対す
る装具代助成（障害福祉
課）

人工肛門又は人工膀胱を造設している者に対する補装
具費について、国基準の限度額に上乗せして助成するも
の。

上下水道料金軽減（障害
福祉課）

障害者世帯（世帯主で、所得制限のある障害基礎年金を
受給している方）及び障害児世帯（特別児童扶養手当を
受給しいる方）の市上下水道料金の軽減を行うもの。

重度障害者（児）給付金
（障害福祉課）

重度の障害者（児）を家庭で介護している者に対し給付
金を支給し、福祉の増進を図るもの。

知的障害者自立支援配食
サービス事業（障害福祉
課）

知的障害者のみの世帯に属する者に対し、障害者地域
生活支援センターが実施する食のアセスメントに基づき、
配食サービス事業を受けることにより、当該障害者が健
康で自立した生活を営めるよう支援するもの。

重度障害者寝具・特殊寝
台貸与事業（障害福祉課）

在宅の重度障害者に寝具・特殊寝台を貸与し、福祉の増
進を図るもの。

重度身体障害者リフトカー
運行事業（障害福祉課）

電動車いす利用者を中心に公共交通機関やタクシー利
用が困難な車いす利用の重度障害者に対して、リフト付
きタクシーの運行制度を設けるもの。

福祉バス運行事業（障害
福祉課）

障害者団体や施設等が、研修会や野外活動等を実施す
る際に、障害者向けバスを運行し、障害者の社会参加を
促進するもの。

市営交通料金等の軽減
（障害福祉課）

障害者手帳等所持者に対して、市営交通機関等の特別
乗車券の交付又は割引を行うもの。

重度障害者タクシー料金
助成制度（障害福祉課）

公共交通機関の利用が困難な重度障害者について、タ
クシー利用券の交付により移動手段の確保と社会参加
の促進を図るもの。

知的障害者地域生活援助
（グループホーム）事業設
置運営費補助（障害福祉
課）

知的障害者グループホームに対し、設置費及び運営費
等を補助するもの。

障害者向市営住宅優先入
居（障害福祉課）

住宅に困窮している障害者世帯の方に対して、市営住宅
の一般空家住宅及び車いす利用者専用住宅について年
２回募集を行い、抽選により入居を斡旋するもの。
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
福祉都市環境整備指針
(障害施設課）

平成３年度 － 　福祉的観点からのまちづくりの基本理念、福祉のまち
づくりの方策、公共的建築物、道路、公園、公共交通機
関の整備する際の技術的基準を示す。平成15年2月全面
改訂。

　
やさしさマークの交付(障
害施設課）

平成４年度 114 　福祉環境整備の進んだ公共的建築物に対し、標示板を
交付し、出入口近くに掲示してもらうとともに、ホームペー
ジ等にて当該施設を紹介するもの。平成14年度末交付
件数216件

昭和53年度 8,383

教育・育成 肢体不自由児巡回療育指
導事業
(障害施設課）

昭和４３年度 462 　市内の２会場を拠点に、在宅の肢体不自由児、重症心
身障害児(者）等に対し、外出の機会を与え、これを継続
的な交流の場とするとともに、併せて各々の症状に応じ
た診察･訓練及び施設入所、就学等の相談指導を実施す
る。

在宅重症心身障害児（者）
訪問療育指導
（障害施設課）

平成２年度 74 　在宅の重症心身障害児(者）を対象に、整形外科医、保
健師、理学療法士、児童福祉司等でチームを編成して訪
問指導･相談を実施し、家庭療育の向上を図るもの。

早期療育指導委員会
（障害施設課）

昭和５６年度 562 　児童の障害の早期発見及び早期療育を推進するた
め、関係行政機関、障害児施設及び医療機関等からなる
調整連絡検討機関として設置。医療関係者等委員２１

昭和49年度 27,111

昭和49年度 1,944

平成6年度 2,008

昭和49年度 996

雇用・就業 リハセン職能評価開発事
業
（障害施設課）

平成元年 8,583 　病気や事故によって身体に障害をもった方や、記憶や
注意力・判断力などの高次脳機能に障害をもった方を対
象に、能力や適正にふさわしい仕事に就き、それによっ
て職業的自立と社会参加を図る。

昭和63年度 ―

平成11年度 21,972

昭和50年度 589,373

昭和61年度 332,144精神障害者小規模作業所
への助成（障害福祉課）

在宅の精神障害者に、生活指導・作業訓練を行う精神障
害者小規模作業所に対して、設備整備費及び運営費の
助成を行うもの。

障害者雇用支援センター
への運営費補助

一般就労や継続就労が困難な障害者に対し、福祉と労
働分野が連携し、就職に必要な系統的な訓練を実施する
とともに、職業開拓等企業への働きを通じ、就職から職場
定着に至るまで一貫した援助を行う。

障害者共同作業所（小規
模作業所）への助成（障害
福祉課）

在宅の障害者の職業的能力の開発及び生活意欲の向
上を図ることを目的として、障害者共同作業所に対して運
営費の助成を行うもの。

心身障害児短期里親（障
害福祉課）

障害児（者）を介護している者が一時的に介護できなく
なった時に、里親が預り療育するもの。

第３セクター方式による重
度障害者多数雇用企業
（障害福祉課）

・第３セクター方式による重度障害者多数雇用企業に出
資・経営するもの。

家庭療育の援助（障害福
祉課）

障害児の家庭や集団の場への療育援助者（ボランティ
ア）を派遣する。また、医師、指導員等による指導を行う
もの。

障害児（者）地域グループ
訓練事業（障害福祉課）

概ね10人以上の障害児（者）が参加して行われる保護者
等のグループによる福祉的就労の場をめざす訓練等の
集団活動について、その活動費を補助するもの。

障害者住宅整備資金の貸
付（障害福祉課）

障害者の生活の場を確保するため、居室の増改築及び
新築時の居住環境整備等に対し、整備資金の貸付あっ
せんを行うもの。

いこいの家（障害福祉課）
在宅の障害児（者）が親とともに通い、療育訓練と親相互
の親睦を図るもの。市内５か所
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
保健・医療 地域療育センターの運営

（障害施設課）
平成５年度 991,862 　障害のある児童及びその疑いのある児童又はその保

護者に対し、相談、指導、検査、判定、医療の提供及び
療育訓練を行うことにより、障害の早期発見及びその軽
減を図る。

総合リハビリテーションセ
ンターの運営
（障害施設課）

平成元年 2,408,383 　身体障害者の相談から医療･訓練指導を経て社会復帰
にいたるまでの一貫したリハビリテーションサービスを提
供。

情報・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

リハセン視覚訓練指導事
業
（障害施設課）

平成元年 3,208 　主に中途障害者を対象に社会経済活動への参加、ま
たは、家庭復帰や自立を図ることを目的として、社会適応
能力を回復するために必要な評価・指導・訓練を行う。

平成4年度 3,969

平成元年 787

平成10年度 2,990

国際協力

聴覚障害者用公衆ファック
スの設置（障害福祉課）

聴覚障害者の非常時の連絡手段を確保するため、低額
な料金で利用できる公衆ファックスを設置するもの。

手話コミュニケーション支
援システムの整備（障害
福祉課）

パソコン通信による画像・音声通信を使用し、電話回線を
通じ、聴覚障害者の要件等を手話により通訳するもの。

点訳者設置事業（障害福
祉課）

点訳者を設置し、視覚障害者に対する福祉サービスの充
実を図る。
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Ⅰ　都道府県・指定都市の障害者計画について
計画期間

　平成１５～
　　　  ２４年度

Ⅱ　都道府県・指定都市における障害者施策関係単独事業について（平成１６年度）
分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

啓発・広報

生活支援 重度障害者自立支援事業
（障害保健福祉課）

平成１１年度 7,980 　日常生活に支援を要する重度身体障害者に対し，専任
の介護者による介助サービス等を提供することにより，
重度障害者の地域社会での自立生活を支援する。

重度障害者タクシー料金
助成（障害保健福祉課）

昭和５８年度 208,594 　重度障害者に対して，タクシー料金の一部を助成するこ
とにより，日常生活の利便と社会参加の促進を図る。

外国籍市民重度障害者特
別給付金支給事業（障害
企画課）

平成６年度 22,180 　昭和57年1月1日の国民年金の国籍要件撤廃時に，20
歳及び障害認定日を過ぎていた等によって，国民年金の
障害年金を受給していない重度の障害のある京都市在
住の外国籍市民に対して，国が制度化するまでの過渡
的対応として，特別給付金を支給することにより，障害者
福祉の向上を図る。

障害者スポーツセンター
等運営委託（障害企画課）

昭和６２年度 234,530 　障害者スポーツの推進拠点として，障害のある市民の
健康の増進，福祉の向上に寄与し，また，可能な限り障
害のない市民と施設を共同利用することで，それらの市
民との融和を図ることを目的として設置された「京都市障
害者スポーツセンター」等の運営を委託するもの。

障害者スポーツの振興
（障害企画課）

－ 42,669 ・ 障害者スポーツ振興会運営助成
・ 全国車いす駅伝競走大会
・ 障害者スポーツ指導者養成事業
・ 全京都障害者総合スポーツ大会
・ 京都市障害者体育大会
・ 団体競技チーム強化育成事業
・ 全国障害者スポーツ大会派遣事業

こころのふれあい交流サ
ロン運営（障害保健福祉
課）

平成１１年度 20,804 　精神に障害のあるひとが社会性や社交能力を養い社
会参加できる場を提供するとともにボランティア活動を希
望する市民への活動の場を提供する。また，精神に障害
のあるひとと住民の相互理解を深めることにより地域啓
発を推進する。
 

障害者地域生活支援セン
ター運営事業（障害保健
福祉課）

平成16年度 110,335 　福祉サービスの利用援助や地域生活に係る相談・情報
提供等の支援を行う「障害者地域生活支援センター」を
社会福祉法人に委託して運営する。

在宅心身障害児（者）療育
支援事業（障害保健福祉
課）

平成16年度 38,754 　家庭や保育所，デイサービス施設等で適切な療育を受
けられるよう，肢体不自由児施設等に相談担当職員を配
置し，療育の専門相談を行うとともに，障害児（者）の自
宅等に医師，理学療法士等の専門職員を派遣し，療育
技術の指導や身体機能のアセスメント等を行う。

重度身体障害者入浴サー
ビス事業（障害保健福祉
課）

平成2年度 20,680 　単独での入浴や家族での入浴が困難な重度身体障害
者を対象に，施設において入浴サービスを提供する。

（６）雇用・就労の促進と経済的支援
（７）生活環境の整備と生活の質の向上

（２）相談支援と情報提供
（３）福祉サービス
（４）保健・医療
（５）教育・育成

京都市障害者施策推進プラン 　障害の有無に関わらず，すべての市民が個人として厚く尊重され，いき
いきと活動しながら，相互に支え合い安心してくらせるまちづくりを推進す
ることを基本目標にした計画。

　施策体系
（１）人権の尊重と理解・協働の促進

京　　都　　市

計画の名称 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

生活環境 いきいきハウジングリ
フォーム（障害企画課）

平成１０年度 88,755 　重度障害者が，障害状況等に応じた住宅環境整備を行
うにあたり，専門的助言・指導を行うとともに費用の一部
を助成することにより，在宅生活を支援し，重度障害者の
自立促進と介護者の負担軽減を図る。

雇用・就業 知的障害者自立訓練セン
ター運営助成（障害保健
福祉課）

平成２年度 35,196 　就労の困難な知的障害者が，一定の指導のもとで各種
作業に従事し，一般企業への就労に向けた訓練を行い，
社会参加と自立を図ることを目的とする「自立訓練セン
ター」に対して補助を行う。

授産振興センター運営助
成（障害企画課）

平成７年度 20,300 　心身に障害のある市民の福祉的就労の場である授産
施設や共同作業所等の就労の場としての側面をバック
アップし，共同受注，製品開発，市場開拓，技術向上研
修等に取組む拠点として設置された「京都授産振興セン
ター」の運営費を助成するもの。

保健・医療

情報・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

国際協力
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Ⅰ　都道府県・指定都市の障害者計画について
計画期間

Ⅱ　都道府県・指定都市における障害者施策関係単独事業について（平成１６年度）
分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

啓発・広報 障害者福祉啓発事業
（障害福祉課）

昭和58年度 1,260 大阪ふれあいキャンペーン及び障害者作品展の開催。

点字版福祉のあらまし
（障害福祉課）

平成元年 1,250 市内在住の視覚障害者に、体の不自由な人たちとその
家族の方々のための制度や施設の情報を点字及びテー
プにより提供。

生活支援 身体障害者福祉資金貸付
事業
（障害福祉課）

昭和45年度 6,435 身体障害者(児)に対し更生に必要な資金を貸し付ける。

リフト付きバス運行
（障害福祉課）

昭和46年度 9,421 重度不自由者が団体で野外活動や社会見学などを行う
際に、リフト付バスを低料金にて貸し出す。

障害者(児)福祉バス借上
助成
（障害福祉課）

昭和48年度 7,365 障害者(児)が団体で研修会等を実施する場合に、バス借
上げにかかる経費の一部を助成する。

重度障害者等タクシー料
金助成
（障害福祉課）

昭和57年度 646,871 重度障害者が外出する際に利用するタクシー料金の一
部を助成する。

重度身体障害者大学等修
学助成
（障害福祉課）

昭和58年度 9,000 大学等に就学するにあたり、介助など特別の配慮を要す
る重度の身体障害者に就学助成金を支給し、自立意欲
を高め、福祉の増進を図る。

結婚相談事業
（障害福祉課）

昭和48年度 1,642 身体障害者の結婚相談及び斡旋。

盲人用具あっせん購入事
業

昭和46年度 4,840 視覚障害者に配慮された各種用具を購入し、実費で販売
する。

点字競技会
（障害福祉課）

昭和34年度 139 点字競技会を開催し、視覚障害者の相互交流を促進す
る。

大阪市盲人将棋大会
（障害福祉課）

昭和45年度 67 視覚障害者将棋大会を開催し、視覚障害者の相互交流
を促進する。

吃音教室
（障害福祉課）

昭和47年度 614 吃音者が吃音を克服するために各種訓練・講習会を開
催する。

地域身体障害者スポーツ
振興事業
（障害福祉課）

昭和49年度 4,452 各種スポーツ大会を開催し、社会参加の促進を図る。

全国障害者スポーツ大会
選手団派遣費
（障害福祉課）

－ 8,147 全国障害者スポーツ大会に大阪市選手団を派遣する。

指定都市親善スポーツ大
会経費
（障害福祉課）

昭和43年度 753 政令指定都市で持ち回りのスポーツ大会に選手を派遣
する。

大阪市障害者支援計画・重点施策実施
計画

　平成１５年度
      ～１９年度

　大阪市障害者支援計画の前期５か年において重点的に実施する施策
及び達成目標を定める。平成１６年１月策定。

大阪市障害者支援計画 　平成１５年度
      ～２４年度

  「個人としての尊重」、「権利実現に向けた条件整備」、「地域での自立
生活の推進」という基本的な考え方に基づき、障害者が持てる力を十分
に発揮し、住みなれた地域で安心して自立生活を送ることができるよう、
様々な施策を総合的に推進する。

計画の名称 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

大　　阪　　市
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

身体障害者スキー教室
（障害福祉課）

－ 4,242 障害者スキー教室を開催し、体力の維持、増強、残存能
力の向上及び心理的・社会的更生の効果を図るととも
に、障害者に対する理解の促進と体力の高揚を図り、
もって障害者の自立と社会参加の促進に寄与する。

全国身体障害者ゲート
ボール大会派遣費
（障害福祉課）

平成元年度 148 都道府県で持ち回りの全国大会に選手を派遣する。

障害者スポーツ振興事業
（障害福祉課）

昭和40年度 14,878 障害者施策を推進するため、障害者スポーツが果たす役
割、ノーマライゼーションの理念の実現に向けて、障害者
スポーツ振興に取り組む。

大阪市障害者スポーツ大
会
（障害福祉課）

－ 4,167 障害者がスポーツを通じ、体力の維持・増強と能力の向
上を図るとともに積極性と協調性を培い、自立と社会参
加の促進に寄与することを目的に各種スポーツ大会を開
催する。全国障害者スポーツ大会に派遣する大阪市代
表選手選考会も兼ねる。

障害者スポーツ国際親善
大会
（障害福祉課）

－ 30,000 車いすバスケットボール国際親善大会を開催し、障害者
スポーツの一層の振興を図るとともに、国際交流・親善に
も寄与していく。

知的障害者スポーツ大阪
大会
（障害福祉課）

昭和57年度 315 知的障害のある方が広くスポーツを通じて心身の向上を
図り、信頼と友情の輪を広げ、社会参加を実現していくた
めの企画としての知的障害者スポーツ大阪大会の経費
の一部を助成する。

大阪市ふれあい水泳大会
（障害福祉課）

平成8年度 225 知的障害者（児）、身体障害児がスポーツ（水泳）を通じ
て、心身の向上を図り、信頼と友情の輪を広げ、社会参
加を促進するとともに、大阪市における知的障害者ス
ポーツの一層の発展を図るため、大阪市ふれあい水泳
大会を実施する。

第８回元気の出る集い
（障害福祉課）

平成2年度 270 中途失聴・難聴者の社会参加促進のために、障害者本
人及び支援者が研修と交流を深める大会の経費の一部
を助成する。

在宅進行性筋萎縮症者
(児)福祉事業
（障害福祉課）

- 860 筋ジストロフィー児・者の検診事業や療育福祉相談事業
を行う。

住宅設備改造費助成
（障害福祉課）

平成３年度 59,507 　在宅の障害者の日常生活の便宜を図り、その福祉の増
進に資するため、住宅改修工事費、住宅設備改造、移動
機器設置費の給付及び補助を行う。

重症心身障害者介護手当
（障害福祉課）

昭和４９年度 87,370 　重症心身障害者を介護する者に対し、介護手当を支給
する。

外国人障害者給付金（障
害福祉課）

平成４年度 43,291 　昭和57年の国民年金法改正以前に２０歳到達などによ
り、障害年金が支給されない在日外国人に対し、給付金
を支給する。

重度身体障害者グループ
ホーム（障害福祉課）

平成元年度 94,962 　重度身体障害者グループホームに対して運営費等を補
助する。

知的障害者自活支援事業
（障害福祉課）

平成８年度 10,414 　将来、家族等と離れて自立生活を希望する在宅の知的
障害者に対して、将来の自立生活に必要な生活訓練を
実施する。

身体障害者手帳無料診断
（障害福祉課）

昭和４６年度 5,414 　身体障害者手帳の交付申請に必要な診断を無料で行
う。

2,673
在宅福祉サービス診断書
助成（障害福祉課）

平成６年度 　在宅福祉サービス利用時に提出する診断書のための
診断書料を助成する。

肢体不自由児療育セン
ター事業（障害福祉課）

昭和４２年度 7,648 　在宅の肢体不自由児（者）に対し、機能回復のための
療育訓練を実施する。
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
知的障害児母子訓練セン
ター事業（障害福祉課）

昭和６２年度 40,714 　在宅の知的障害児に対し、生活訓練を提供するととも
に、その母親に対して養育にかかる指導を行う。

障害児（者）歯科診療事業
（障害福祉課）

昭和４９年度 30,219 　一般開業医での歯科診療が困難な障害児（者）のため
に、障害児（者）の受入ができるよう対象の診療施設等に
対して運営費を助成する。

障害児（者）口腔衛生指導
事業（障害福祉課）

昭和５７年度 900 障害児（者）に対して口腔衛生指導を行う。

肢体不自由児施設緊急通
所援助事業（障害福祉課）

平成４年度 993 　肢体不自由児施設に通所する児童の保護者が病気等
のため緊急に通所に支障が生じたときに、保護者に代
わって施設送迎を実施する。

重度身体障害者グループ
ホーム（障害福祉課）

平成元年度 94,962 　重度身体障害者グループホームに対して運営費等を補
助する。

障害者スポーツセンター
管理運営（障害施設課）

昭和４９年度 857,208 　スポーツやレクリエーションを通じ、障害者の自立と社
会参加を促進し、障害者の福祉の向上を図るため、障害
者スポーツセンターを運営する。

障害者福祉作業センター
運営助成（障害施設課）

昭和５０年度 1,267,025 　在宅障害者の生活訓練等を実施し、社会参加の場とし
て重要な役割を果たしている障害者福祉作業センターに
対し、運営にかかる経費を補助する。

障害者会館管理運営（障
害施設課）

昭和５４年度 527,478 障害者の自立と社会参加の促進に必要な訓練・指導・そ
の他、障害者または地域住民に対する啓発事業など、障
害者の福祉の向上に資する業務を行う。

補装具・福祉機器普及事
業
（リハセン管理課）

平成５年度 22,497 心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障のある障
害者（児）の自立促進及びその介護者の負担軽減を図る
ため、補装具・福祉機器に関する相談・助言や情報提
供、工夫・改良の業務を行い、普及を促進したり、住宅の
増改築の相談に応じたりする。

通所肢体訓練事業
（リハセン管理課）

昭和６０年度 17,830 在宅の肢体不自由者に、通所による日常生活動作の向
上を目指した在宅自主訓練方法の指導を行うことによ
り、在宅障害者福祉の推進を図る。

通所言語訓練事業
（リハセン管理課）

昭和６３年度 6,805 脳血管障害及び脳性まひ等による言語障害者に対して、
通所による言語訓練を実施し、コミュニケーション機会の
改善・向上を図り、障害者の日常生活の向上と社会参加
の促進を図る。

精神障害者ふれあい生活
支援・訓練モデル事業
（こころの健康センター）

平成１２年度 68,000 　作業所等の既存施設を利用した日常生活支援・相談事
業・地域交流等を実施。

生活環境 人にやさしいまちづくり推
進事業
（障害福祉課）

平成5年 5,098 障害者や高齢者が安全で快適に活動できる「ひとにやさ
しいまちづくり」を推進本部を中心に取り組みを行う。

鉄道駅舎エレベーター等
設置助成
（障害福祉課）

平成3年 350,000 鉄道事業者が行うエレベーター等の設置費用の一部を
補助する。

教育・育成 障害者スポーツセンター
利用促進事業
（こころの健康センター）

平成９年度 8,708 　精神障害者及び精神疾患について正しい知識と経験を
有する専門スタッフの指導助言のもと、精神障害者がス
ポーツを通じて意欲や体力の低下を取り戻し、当事者同
士と交流する場として利用することにより、健康の保持増
進とともに社会参加の促進を図る。

雇用・就業 パソコン通信による情報処
理訓練事業
（リハセン管理課）

平成６年度 7,082 インターネットと情報処理訓練の機能を活用し、毎日の通
所が困難な重度の身体障害者に対し、在宅で情報処理
技術の訓練を行い、就業機械の拡大及び社会参加を促
進する。
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
知的障害者の情報処理訓
練事業
（リハセン管理課）

平成１０年度 5,611 知的障害者に対し情報処理技術の訓練を行い、知的障
害者の事務系分野への職域拡大及び社会参加を促進す
る。

職業リハビリテーションセ
ンター運営助成
（リハセン管理課）

昭和６０年度 50,431 障害者に対する職業能力開発訓練
情報処理科：身体障害者対象
紙器製造科：知的障害者対象

福祉の店設置助成
（障害福祉課）

平成12年度 473 公共施設を利用して、喫茶・軽食や物品販売等のコー
ナーを設け、障害者の働く場を確保し、社会参加と自立
の促進を図るとともに、地域住民との交流を図り、障害者
に対する理解を深める。

重度知的障害者自立就労
訓練事業
（障害福祉課）

平成12年度 5,300 重度の知的障害者、職業的重度の知的障害者を対象
に、作業訓練等を行い、重度知的障害者の一般企業へ
の就労の促進を図る。

知的障害者長期受入プロ
ジェクト
（障害福祉課）

平成14年度 2,159 知的障害者の職員採用に向け、１年間の嘱託雇用を基
本とした長期受入を実施

大阪市職業指導センター
運営助成
（障害福祉課）

平成7年度 21,141 知的障害者を対象に一般企業への雇用に向けて職業訓
練を行い就労の促進を図る。

精神障害者小規模作業所
運営助成事業
（こころの健康センター）

平成元年度 230,700 　小規模作業所は回復途上にある精神障害者を対象に
通所による社会復帰訓練等を行っており、精神障害者の
社会復帰促進に資するものとして運営費を助成。

障害者就業・生活支援セ
ンター運営助成事業
（こころの健康センター）

平成１０年度 17,421 　障害者の一般企業への就労の促進と職業的自立の安
定を図るため、平成10年に「大阪市障害者就業・生活支
援センター」を設置し、障害者の就労に関する相談から職
場定着までの支援を行っている。

ジョブコーチ(指導員)派遣
事業
（障害福祉課）

平成15年度 3,514 「知的障害者長期受け入れプロジェクト」の実施にあた
り、本市職員に対する事前研修などの就業相談や受け
入れた知的障害者への相談・助言・指導を行うジョブコー
チ（指導員）を派遣

保健・医療 でかけるチーム精神保健
相談事業
（こころの健康センター）

平成１２年度 1,961 　精神科医師、臨床心理職員等がチームで各保健福祉
センター等へ出向き、課題となっている対応困難ケース
の解決を図る

こころの悩み電話相談
（こころの健康センター）

平成１２年度 4,133 　市民が気軽に相談できるよう専門の相談員が対応し、
午後９時まで開設することで夜間の市民の不安軽減を図
る。

　
情報・ 障害者のためのパソコン 障害者の情報リテラシーの向上、及びデジタルデバイド
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 講習会（障害施設課） の解消を図るために講習会を実施する。

パソコン・ワープロ通信講
習会事業
（リハセン管理課）

昭和６３年度 1,612 コミュニケーションの機会が制約されがちな身体障害者
に対し、パソコン・ワープロ通信の講習会を実施し、コミュ
ニケーション手段の拡大を図り、社会参加を推進す
る。

国際協力

平成１３年度 11,277
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Ⅰ　都道府県・指定都市の障害者計画について
計画期間

　平成１４～
　　　　２２年度

Ⅱ　都道府県・指定都市における障害者施策関係単独事業について（平成１６年度）
分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

啓発・広報 新聞啓発等記事掲載事業
（保健福祉局障害相談課）

昭和５６年度 840 　障害者の日に一般紙に地元新聞社・兵庫県と共同で啓
発記事を掲載する。

心の輪を広げる体験作
文・障害者の日のポスター
募集事業
（保健福祉局障害相談課）

平成元年度 499 　障害者の日の啓発ポスター及び体験に基づく作文を募
集し、表彰を行う。

生活支援 福祉乗車証交付
（保健福祉局育成課）

昭和４３年度 1,076,354 　市営・民営バス、市営地下鉄の無料乗車証を交付。

通園費補助
（保健福祉局育成課）

昭和４９年度 15,659   障害児（者）が児童通園施設・小規模作業所等に通園・
通所する場合、本人及び障害児の付添人の交通費の一
部を補助。

盲導犬貸与
（保健福祉局育成課）

昭和４９年度 2,061 　1級の視覚障害者が就労や社会活動への参加のため、
必要な場合に盲導犬を貸与する。

タクシー利用助成
（保健福祉局育成課）

昭和５８年度 222,790   重度心身障害者で福祉乗車証の交付を受けていない
者にタクシー利用料金の一部を助成。

心身障害福祉センター
（保健福祉局心身障害福
祉センター）

昭和５２年度 6,188   心身障害者援護の中心的機関として総合的な相談窓
口を設けるとともに、適切な指導を行うための診断判定
や、理学療法、作業療法、言語聴覚療法等の機能回復
訓練を実施。また、心身障害者の健康の増進、教養の向
上、各種療育事業も実施。

中途失明者生活訓練
（保健福祉局育成課）

昭和６３年 450 　中途失明者に対して、点字、感覚、歩行の訓練を行う。

在宅障害者福祉センター
（保健福祉局育成課）

東部)平成5年度
中部)平成8年度
西部)平成10年
度

116,291   市内東部・中部・西部に在宅障害者の地域福祉・在宅
福祉を支援するセンターを設置し、障害者の福祉の向上
と社会参加の促進を図る。また、専門的ケアによる重傷
心身障害児（者）通園事業を実施している。

生活環境 リフト付バス運行助成
（保健福祉局育成課）

昭和５３年度 3,190 　リフト付バスを配置し、車いす使用者等が野外活動・社
会見学を行う際の利用に供する。

都市施設整備事業
（保健福祉局障害相談課）

昭和５４年度 4,223 　条例に基づく助言・指導

都市施設整備推進資金融
資（保健福祉局障害相談課）

平成元年 138,669 　既存施設の改修を誘導するための低利融資制度

リフト付タクシー運行助成
（保健福祉局育成課）

平成３年度 8,559 　重度障害者等の社会参加推進・日常生活の利便拡大
のため、車両運行経費の一部を助成する。

鉄道駅舎エレベーター設
置の補助及び融資
（保健福祉局計画調整課）

補助)平成4年度
融資)平成6年度

257,172 　補助率1/6、無利子融資

ノンステップバス導入推進
補助
（保健福祉局計画調整課）

平成１２年度 5,189 　補助率1/8

神戸市障害者保健福祉計画２０１０ 　「ともに住み続けたくなるまちをめざして」を基本目標とし、計画の視点と
して、「地域での暮らしを支援する」、「福祉施設の整備・充実を図る」、「社
会参加を推進する」、「多様なサービスの連携を推進する」を掲げ、総論
(主要課題、基本的考え方)、各論(11の柱)で構成しています。

神　　戸　　市

計画の名称 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
教育・育成 障害者スポーツの振興

（保健福祉局障害相談課）
昭和３７年度 238,585 　㈶障害者スポーツ協会の運営、スポーツセンターの運

営、各種スポーツ教室の開催、各種スポーツ大会の開
催、全国大会への選手派遣、全国大会開催準備等

教養講座の開催
（保健福祉局育成課）

昭和４７年度 4,737 　心身障害者の教養の向上を図るために各種講習会を
開催する。

総合療育センター
（保健福祉局総合療育セ
ンター）

平成１１年度 120,653   障害の早期発見と早期療育を図り、多様化・重複化す
る福祉ニーズに対応するため、総合的な療育サービスを
提供する。

自閉症児自立支援事業
（保健福祉局総合療育セ
ンター）

平成１４年度 5,900   自閉症児に対して、環境を理解しやすくするための構造
化の手法を基本とした個別指導により、自立生活への支
援を行う。

雇用・就業 福祉就労促進
（保健福祉局育成課）

昭和４８年度 197,386 　一般就労が困難な知的障害者が福祉的配慮のもとに
就労する場を確保する。（8か所、125人）

小規模通所訓練施設（精
神障害、心身障害）
（保健福祉局育成課、ここ
ろの健康センター）

昭和５６年度 986,232 　就労が困難な在宅障害者を対象に、社会参加を促進す
るために作業訓練を行なっている民間の小規模通所訓
練施設に助成する。

知的障害者自立訓練事業
（保健福祉局育成課）

昭和６１年度 88,412 　知的障害者を対象に、在宅福祉センター等で清掃等の
作業訓練を実施し、就労を促進する。

障害者多数雇用事業所
神戸カムの設置運営
（保健福祉局障害相談課）

平成６３年度 72,917   市が一部出資して障害者多数雇用事業所を設置し、経
営参加・事業協力を行っている。

障害者就労推進センター
の運営
（保健福祉局障害相談課）

平成８年度 22,889 　福祉施設や労働行政と連携し、就労相談・訓練、職場
開拓等を行い、障害者の一般就労を推進する。

神戸ふれあい工房の設置
運営
（保健福祉局障害相談課・
社会福祉協議会）

平成１２年度 1,000   授産製品の展示・販売・販路拡大（約60施設が参加）

障害者就労推進センター
におけるジョブコーチ制の
導入

平成１４年度 3,000   障害者就労推進センター訓練生の企業実習等にジョブ
コーチ制を導入し、就労促進を図る。

障害者就労支援IT技術習
得セミナーの実施
（保健福祉局障害相談課）

平成１４年度 3,140   就労を目指す障害者に対し、コンピューターグラフィッ
ク・画像処理技術・ホームページデザイン等のセミナーを
実施（年2回、定員各10名）

チャレンジド・クリエイティ
ブ・プロジェクト
（保健福祉局障害相談課）

平成１４年度 0   民間通販会社、社会福祉法人、県、市が連携し、県内
授産施設等に参加を呼びかけ、授産品のデザイン・品質
の向上を図った上で、新製品を開発し、民間会社の通販
カタログを利用して販売を行う。今後郵政公社とも連携予
定。

障害者就労ネットワークの
構築
（保健福祉局障害相談課）

平成１５年度 0   障害者就労支援ネットワーク会議を開催し、労働行政、
企業、福祉、教育など多元的なネットワークを活用し、企
業への啓発と雇用につなげていく。

保健・医療
（再掲） 心身障害福祉センター

（保健福祉局心身障害福
祉センター）

昭和５２年度 66,188   心身障害者援護の中心的機関として総合的な相談窓
口を設けるとともに、適切な指導を行うための診断判定
や、理学療法、作業療法、言語聴覚療法等の機能回復
訓練を実施。また、心身障害者の健康の増進、教養の向
上、各種療育事業も実施。

（再掲） 中途失明者生活訓練
（保健福祉局育成課）

昭和６３年 450 　中途失明者に対して、点字、感覚、歩行の訓練を行う。

（再掲） 総合療育センター
（保健福祉局総合療育セ
ンター）

平成１１年度 120,653   障害の早期発見と早期療育を図り、多様化・重複化す
る福祉ニーズに対応するため、総合的な療育サービスを
提供する。
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
（再掲） 自閉症児自立支援事業

（保健福祉局総合療育セ
ンター）

平成１４年度 5,900   自閉症児に対して、環境を理解しやすくするための構造
化の手法を基本とした個別指導により、自立生活への支
援を行う。

情報・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

福祉電話の貸与
（保健福祉局育成課）

昭和５０年度 5,993 　低所得世帯の外出困難な重度障害者及び重度聴覚言
語障害者のコミュニケーション及び緊急連絡の手段を確
保するために福祉電話を貸与。

点字図書給付
（保健福祉局育成課）

平成４年度 2,850 　高額な点字図書を一般図書価格相当額で給付。

ふれあいFAX
（保健福祉局育成課）

平成４年度 11   聴覚言語障害者のコミュニケーション、緊急連絡等の手
段の確保のため、公共施設・商店等のファックスを利用で
きるようにする。

公文書の点字化
（保健福祉局障害相談課）

平成５年度 1,714   市から発送する封筒に点字表記を行う。また、障害者
施策の概要の点字版を作成・配布している。

情報バリアフリー化支援事
業（保健福祉局育成課）

平成１４年度 3,000   パソコンを使用できるようにするための周辺機器やソフ
ト等の購入費の一部を助成。（補助率2/3、上限10万円）

国際協力
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Ⅰ　都道府県・指定都市の障害者計画について
計画期間

　平成９～
　　　　１８年度

Ⅱ　都道府県・指定都市における障害者施策関係単独事業について（平成１６年度）
分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

啓発・広報 フラワーフェスティバル「ふ
れあいの広場」設置
（社会局障害福祉課）

昭和５６年度 6,895 　毎年５月に開催される広島と世界を結ぶイベントである
「ひろしまフラワーフェスティバル」において、障害者と健
常者が交流する「ふれあいの広場」を設置し、ステージ発
表や作業所製品の販売等を行う。

心身障害者週間推進事業
（社会局障害福祉課）

昭和５８年度 218 　　「障害者福祉週間」において、各種の啓発活動を実施
するとともに、障害者福祉推進に貢献された者に対して
市長表彰を行う。

生活支援 市町村障害者生活支援事
業
（社会局障害福祉課）

平成１５年度 15,350 　障害者やその家族の地域における生活を支援するた
め、在宅福祉サービスの利用援助、社会資源の活用や
社会生活力を高めるための支援、ピアカウンセリング、介
護相談及び情報の提供等を総合的に行う。

ガイドヘルパー派遣事業
（社会局障害福祉課）

平成１５年度 66,414 　支援費制度移行に伴う激変緩和のため、盲人ガイドヘ
ルパー派遣事業、車いす等ガイドヘルパー派遣事業、知
的障害者社会参加支援ヘルパー派遣事業の３事業につ
いて、単市事業を継続実施する。

在宅重度心身障害者介護
手当支給
（社会局障害福祉課）

昭和４９年度 4,699 　在宅の重度心身障害者（児）を介護している保護者に
対し、所得制限を設けた上で、介護手当を支給する。

在宅重度心身障害者援護
見舞金支給
（社会局障害福祉課）

昭和４７年度 1,219 　在宅の重度心身障害者（児）に対し、所得制限を設けた
上で、見舞金を支給する。

重度心身障害者福祉給付
金支給
（社会局障害福祉課）

平成６年度 4,104 　制度上国民年金の受給資格を得ることができなかった
重度心身障害者に対し、所得制限を設けた上で、福祉給
付金を支給する。

重度身体障害者寝具乾燥
消毒
（社会局障害福祉課）

平成１２年度 371 　重度身体障害者の居宅を訪問し、寝具一式の丸洗い・
高熱乾燥消毒処理を年１回実施する。

民間障害者（児）福祉施設
職員給与改善費補助
（社会局障害福祉課）

平成４年度 37,994 　社会福祉施設の職員の量的確保及び質的向上を図る
ため、職員給与改善費として、施設の正規職員の本俸月
額に２％を乗じた額を補助する。

民間障害者（児）福祉施設
整備資金借入金元利償還
金補助
（社会局障害福祉課、精
神保健福祉室）

平成５年度 60,125 　社会福祉施設の整備を促進するため、社会福祉法人
等が社会福祉施設を整備するに当たり借り入れた元金
及び償還利子に対して助成を行う。

広島市障害者基本計画 １　目標年次　平成１８年（２００６年）
２　基本目標
　　『一人ひとりが輝き、人がやさしいまちをめざして』
３　施策体系
　⑴　バリアフリー化（無障壁化）の推進
　　　　障害者の社会参加を妨げる意識面での差別や偏見、物理的な障
     壁などの除去を図ります。
　⑵　地域生活の支援
　　　　障害のある人もない人も、住み慣れた地域の中で共に生活を送る
      ことができるよう支援を進めます。
　⑶　社会活動の支援
　　　　障害のある人もない人も、豊かで質の高い生活を送ることができ
     るよう、教育、就労、余暇活動等社会活動の支援を進めます。

広　　島　　市

計画の名称 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
障害者公共交通機関利用
助成
（社会局障害福祉課）

平成５年度 123,952 　障害者の外出を動機づけ社会参加の促進を図るため、
一定の所得制限を設けた上で、バスやタクシー等の利用
券を提供することにより交通費を助成する。

障害者福祉バス運行
（社会局障害福祉課）

昭和６２年度 8,042 　公共交通機関を利用することが困難な障害者が、機能
回復訓練や各種研修会、スポーツ、レクリエーション等に
集団で参加する場合に、車いす用リフト付きバスを運行
する。

各種スポーツ大会開催・
選手派遣補助
（社会局障害福祉課）

平成２年度 813 　身体障害者のスポーツ振興と社会参加の一層の促進
を図るため、身体障害者関係団体が行う各種スポーツ大
会の開催や選手派遣事業に対する補助を行う。

知的障害者援護施設通所
者交通費助成
（社会局障害福祉課）

平成２年度 23,788 　更生訓練費が支給される身体障害者更生援護施設通
所者との均衡を図るとともに、知的障害者援護施設通所
者の経済的負担を軽減し通所の促進を図るため、交通
費の一部を助成する。

心身障害者福祉のしおり
作成
（社会局障害福祉課）

平成２年度 528 　障害者関連の施策や施設等をまとめた「心身障害者福
祉のしおり」を作成し、手帳の新規取得者や相談者等に
配付する。

生活環境 聴覚障害者災害避難情報
提供
（社会局障害福祉課）

平成１３年度 37 　聴覚障害者の生命と安全を守るため、各区福祉事務所
の福祉ファクスに聴覚障害者のいる世帯のファクス番号
を登録し、災害発生時等において各区福祉事務所から避
難情報等を送信する。

重度身体障害者電話相談
センター運営
（社会局障害福祉課）

昭和５０年度 520 　在宅のひとり暮らしの重度身体障害者に電話を貸与
し、電話相談センターから電話により安否の確認や生活
相談を行う。

障害者住宅改造費助成
（社会局障害福祉課）

平成１１年度 26,710 　障害者の居住環境の向上を図るため、障害の程度や
所得制限の範囲を定めた上で、障害者及びその者の居
住する住宅の改造に要する費用の一部を補助する。

教育・育成 市立養護学校児童生徒の
地域活動推進事業
（教育委員会特別支援教
育室）

平成１５年度 1,980 　完全学校週５日制の実施に伴い、市立養護学校の児
童生徒に対して、地域における交流や活動の場を提供す
るため、地域ボランティア等のグループが公民館等を拠
点として行う各種活動に対して助成する。

障害児（者）地域療育等支
援事業
（社会局障害福祉課）

平成９年度 75,848 　在宅の重症心身障害児（者）、知的障害児（者）及び身
体障害児の地域における生活を支援するため、身近な地
域で療育指導、相談等が受けられる療育機能の充実を
図り、障害児（者）の福祉の向上を図る。

休暇中の障害児の地域活
動支援
（社会局障害福祉課）

平成１５年度 689 　障害児の社会参加及び地域の健常児との相互理解を
促進するため、音楽等のレクリエーションやスポーツ活
動、社会見学等の交流活動を各区１回程度実施する。

市立養護学校放課後対策
事業

平成１６年度 4,515 　市立養護学校の児童・生徒に放課後の安全な活動の
場を提供することにより、保護者の負担軽減及び児童・
生徒の健全育成に資する。

雇用・就業 障害者合同面接会の開催
（社会局障害福祉課）

昭和５４年度 394 　公共職業安定所との共催により、就職を希望する障害
者と障害者の雇用を希望している事業所とが一堂に会す
る合同面接会を開催するとともに、企業に対して障害者
雇用啓発文を送付する。

知的障害者職業自立訓練
（社会局障害福祉課）

昭和６３年度 7,763 　知的障害者の雇用促進を図るため、公共施設の清掃
業務に従事することにより、作業訓練や生活訓練、社会
適応訓練等を行う。

授産事業振興センター運
営

昭和６３年度 14,477 　市内の小規模作業所及び授産施設の仕事の受注や、
製品の販路開拓等を行う。
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

心身障害者小規模通所授
産施設通所者交通費助成
（社会局障害福祉課）

平成１５年度 1,292 　小規模通所授産施設への通所を促進し、施設における
訓練を効果的に受けてもらうため、通所している障害者
のうち収入が一定額以下の者について、交通費の一部を
助成する。

小規模作業所運営費等補
助
（社会局障害福祉課、精
神保健福祉室）

昭和５６年度 340,074 　障害者の就労促進と福祉の向上を図るため、一般企業
で就労することが困難な在宅の障害者が通所し技能習
得訓練等を実施している小規模作業所の運営等に対す
る補助金を交付する。

小規模作業所通所者交通
費助成
（社会局障害福祉課、精
神保健福祉室）

平成３年度 19,352 　小規模作業所への通所を促進し訓練を効果的に受け
てもらうため、通所している障害者のうち収入が一定額以
下の者について、交通費の一部を助成する。

紙屋町地下街「ふれ愛プ
ラザ」運営補助
（社会局障害福祉課）

平成１３年度 3,109 　県・市共同で、市内中心部の紙屋町地下街において、
福祉情報の発信、障害者等との交流、授産製品の展示
販売等を行う「ふれ愛プラザ」の運営等に対する補助金
を交付する。

精神障害者授産施設通所
者交通費助成
（社会局精神保健福祉室）

平成１２年度 2,307 　精神障害者通所授産施設への通所を促進し、施設にお
ける訓練を効果的に受けてもらうため、通所している障害
者のうち収入が一定額以下の者について、交通費の一
部を助成する。

保健・医療 重度心身障害者療養援護
金支給
（社会局保険年金課）

平成７年度 100,193 　重度心身障害者医療費補助制度の対象者が、１５日以
上継続して入院した場合に、月額１万円を支給する。

重度心身障害者介護保険
利用者負担助成
（社会局保険年金課）

平成１２年度 277,693 　重度心身障害者医療費補助の対象者に対し、保健の
向上と福祉の増進を図るため、介護保険の医療系サー
ビスに要する利用者負担を助成する。

先天性代謝異常等検査
（社会局保健医療課）

平成１３年度 23,841 　先天性代謝異常等を早期に発見することにより早期医
療に結び付け、障害の出現を防止するため、新生児の血
液検査を行う。

重度障害者福祉タクシー
利用助成
（社会局障害福祉課）

昭和６２年度 112,670 　重度障害者については、通院等にタクシーを利用する
機会が多いため、一定の所得制限を設けた上で、タク
シー利用料金の全部または一部を助成する。

情報・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

ろうあ者専門相談指導
（社会局障害福祉課）

平成元年度 3,052 　ろうあ者専門相談室を設け、ろうあ者の一般生活上の
諸問題に係る相談業務を行い、必要に応じて福祉事務
所等の関係機関と連携しながら、問題解決を行う。

視覚障害者あて文書にか
かる点字サービス
（社会局障害福祉課）

平成２年度 912 　視覚障害者のプライバシーを保護するとともに、日常生
活での不便を軽減するため、視覚障害者本人にも文書
の内容を確認できるよう、当該文書の内容を簡単に説明
する点字文書を同封する。

身体障害者（児）に対する
図書館サービス
（教育委員会中央図書館）

昭和５７年度 361 　身体障害者に対し、図書の郵送貸出や本を朗読したカ
セットブックの郵送貸出、対面朗読サービスを行う。

点字広報紙発行
（企画総務局広報課）

昭和４４年度 5,435 　視覚障害者に市政のニュースを知っていただくため、市
広報紙「ひろしま市民と市政」、「広島市議会だより」の点
字版を発行する。

視覚障害者用声の広報
（企画総務局広報課）

昭和５２年度 6,619 　点字の読めない視覚障害者に、市政のニュースを知っ
ていただくため、カセットテープによる「ひろしま市民と市
政」、「広島市議会だより」を発行する。

テレビ番組放送への手話
及び字幕の導入
（企画総務局広報課）

平成元年度 23,961 　聴覚障害者に、テレビ番組を通じて市政のニュースを
知っていただくため、手話通訳や字幕をつけて放送する。

国際協力
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Ⅰ　都道府県・指定都市の障害者計画について
計画期間

　平成８～
　　　　１７年度

　平成８～
　　　　１７年度

Ⅱ　都道府県・指定都市における障害者施策関係単独事業について（平成１６年度）
分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

啓発・広報 障害者の福祉ガイドの作
成（障害福祉課）

昭和５２年度 683 　本市の福祉施策を障害者及び一般市民に、理解しても
らうためガイドブックを作成し配布する。

生活支援 障害者支援センター運営
委託事業（障害福祉課）

平成８年度 60,000 　障害者の生活全般に関して、本人や家族等からの相談
に専門的な立場から応じ、必要な各種支援を円滑に実施
することにより、障害者の地域生活の安定と福祉の向上
を図るための、「北九州市障害者支援センター」を設置す
る。

障害児（者）地域療育等支
援事業（障害福祉課）

平成８年度 73,000 　在宅障害児（者）の地域における生活を支えるため、身
近な地域で療育指導、相談等が受けられる療育機能の
充実を図るとともに、これらの療育機能を支援する市域
における療育機能との重層的な連携を図り、障害児（者）
の福祉の向上を図る。

心身障害児（者）家庭訪問
指導事業（障害福祉課）

昭和４７年度 7,852 　知的障害児・者及びその保護者を対象とし、定期的な
家庭訪問による個人指導やグループ指導により、生活指
導や療育訓練等を行い、対象児・者の福祉の増進を図
る。

心身障害児（者）巡回療育
相談等事業（障害福祉課）

昭和５７年度 ※統合により
事業廃止

心身障害児（者）施設の備えている専門的機能を活用
し、在宅の心身障害児（者）に対する適切な療育を確保
する。

北九州市精神障害者授産
施設等通所者交通費助成
（障害福祉課）

平成１５年度 10,068 　公共交通機関を利用して授産施設等に通所する精神
障害者を対象に、経済的負担の軽減及び自立と社会参
加の促進を目的として、通所に係る交通費の一部を助成
する。

高次脳機能障害支援モデ
ル事業（障害福祉課）

平成１４年度 2,500 　高次脳機能障害に対する標準的な評価基準や社会復
帰支援等のプログラムの確立を図るため、福岡県・福岡
市とともに協力してモデル事業を実施。拠点病院及び協
力施設を指定して試行的に支援を行う。

福祉サービスの第三者評
価事業（障害福祉課）

平成１４年度 2,346 　第三者評価機関による客観的なサービス評価を行うこ
とにより、サービスの質の向上を図り、利用者に情報の

障害者スポーツ協会補助
事業（障害福祉課）

平成元年 3,000 　障害者スポーツ協会の充実を図るため運営費の一部を
補助するもの。

障害者スポーツ振興事業
（障害福祉課）

昭和３８年度 14,871 　障害者スポーツの推進を図るため、各種スポーツ教室
の開催や、障害者スポーツ大会を開催する。また、全国
大会等への大会派遣補助や市内で開催される国際大会
や全国大会等の開催補助を行う。

生活環境 おもちゃライブラリー運営
事業（障害福祉課）

昭和５７年度 884 　障害児の障害程度・種別に応じ、療育と教育の一環とし
て、おもちゃを通じて身体的・精神的発達を促すため、お
もちゃの貸し出しと研究及び相談を行う。

北　九　州　市

計画の名称 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

北九州市障害者施策推進基本計画 　障害があっても地域で生活ができることが当たり前の社会の実現を目
指すことを基本理念として、平成８年度からの１０年間の基本目標を定め
た計画

「北九州市障害者施策推進基本計画」
実施計画

　「北九州市障害者施策推進基本計画」を実行に移すための予定時期
や、数値などの目標を設定した計画
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
在宅心身障害児（者）援護
事業（障害福祉課）

昭和４３年度 2,585 　在宅の心身障害児（者）及びその家族に対し、各々の
事業の趣旨に沿った形でレクリエーションや学習の機会
を与える。または、集団による生活指導や療育訓練等を
行う。

すこやか改造助成事業
（障害福祉課）

平成８年度 9,296 　重度障害者がいる世帯に対し、住宅を障害者等の住居
に適するよう改良するための経費の一部を助成すること
により、障害者等の自立を支援するとともに、家族等介護
者の負担を軽減する。

教育・育成 障害児の放課後対策事業
（障害福祉課）

平成１１年度 20,000 　在宅の障害児に通園の場を設け、日常生活における基
本動作の指導、集団生活への適応訓練等を行うことによ
り、その育成に寄与する。

在宅障害者療育訓練事業
（障害福祉課）

平成元年度 6,212 　施設入所できない在宅障害者を市内の知的障害者援
護施設、身体障害者更生援護施設に通所させ、指導訓
練等を行い在宅障害者の福祉の向上を図る。

雇用・就業 障害者小規模共同作業所
運営費補助（障害福祉課）

平成２年度 253,040 　在宅障害者の社会参加を促進するため、小規模共同
作業所に対して、運営費を補助する。

保健・医療 精神科緊急・救急医療体
制整備事業（障害福祉課）

平成１０年度 12,964 　夜間・休日における精神科救急医療について、福岡県
が全県的に２４時間体制で整備することに対し、応分の
負担を負い、同時に、本市における緊急時の連絡体制を
整備する。また、あわせて、救急医療に対応する精神保
健指定医の資質の向上を目的に研修を行う。

情報・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

国際協力 北九州チャンピオンズカッ
プ国際車椅子バスケット
ボール大会等開催事業
（障害福祉課）

平成１５年度 30,000 　海外から３チーム及び日本代表の４チームによる車椅
子バスケットボール大会を通じて、障害者に対する理解・
知識を深めるとともに、国際交流、市民参加意識の高揚
を図る。
　また、全日本ブロック選抜車椅子バスケットボール選手
権大会を同時開催することにより、国内の車椅子バス
ケットボールの競技力の向上や障害者スポーツの振興を
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Ⅰ　都道府県・指定都市の障害者計画について
計画期間

　平成１２～
　　　　２２年度

Ⅱ　都道府県・指定都市における障害者施策関係単独事業について（平成１６年度）
分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

生活支援 障害者成年後見事業
（障害保健福祉課）

平成１３年度 468 　判断能力が不十分な障害者で、親族等の身寄りがない
場合など、法定後見制度の当事者による申し立てが期待
できない状況にある人について、市長が申し立てを行う。

地下鉄料金の助成
（障害保健福祉課）

昭和５６年度 116,116 　障害者等に対し市営地下鉄の運賃助成を行う。（対象
者：身体・知的・精神・被爆・戦傷病の各手帳所持者。等
級・年齢・所得制限等有り）

福祉乗車券
（障害保健福祉課）

平成１３年度 51,776 　障害者等に公共交通機関の運賃助成を行う。（対象者：
７０才以上の身体・知的・精神・被爆・戦傷病の各手帳所
持者。年額８，６４０円）

重度心身障害者福祉手当
（障害保健福祉課）

昭和４８年度 276,024 　重度の障害者（児）の福祉増進のため、市単独の手当
を支給する。（対象者：身障手帳１級、ＩＱ３５以下　支給額
（年１回）：在宅者２０千円、施設入所者１５千円）

外国人重度心身障害者給
付金
（障害保健福祉課）

平成７年度 1,728 　在日外国人のうち、年金制度に加入が認められなかっ
たため無年金の状態にある者に対し、市独自の手当を支
給する。

心身障害児（者）緊急一時
介護事業
（障害保健福祉課）

昭和５７年度 5,823 　障害児（者）のいる家庭において、家族の疾病、事故、
出産、冠婚葬祭等のため、障害児（者）を介護することが
困難となったとき、介護ヘルパーが代わって介護を行う。
（介護時間：８時～１９時の範囲内　　介護期間：原則とし
て３日以内）

障害者配食サービス
（障害保健福祉課）

平成１２年度 2,693   心身障害のため調理が困難な障害者等に対し、食事を
定期的に提供する。（対象者：６５才未満の単身障害者等
で調理が困難な者　　回数：１日１回昼食　　利用料：４５
０円）

福祉タクシー料金助成事
業（障害保健福祉課）

昭和５４年度 72,877   外出困難で、かつ経済的な支援が必要な重度心身障
害者（児）タクシーを利用する場合に、その料金の一部を
助成する。（助成内容：基本料金分を月４回分、年間最多
４８枚）

障害者移送タクシー事業
（障害保健福祉課）

平成１５年度 28   介護保険対象者のうち在宅の特定疾病障害者が、通院
などのため、ストレッチャー付タクシーを利用する際、その
料金の一部を助成する。（助成内容：年４枚、所得に応じ
2,120～8,500円）

福祉バスの運行
（障害保健福祉課）

昭和４７年度 118,795   高齢者、心身障害者、母子団体等が、研修会、レクリ
エーション等を行う場合にバスを運行する。

福　　岡　　市

計画の名称 概　　　　　　　　　　　　　　　　要

福岡市保健福祉総合計画 　国の関係法令及び「福岡市福祉のまちづくり条例」を策定根拠とし、福
祉のまちづくり条例の推進計画としての役割と、「第８次福岡市基本計画」
の保健・医療・福祉分野の具体的な計画としての役割を担うものである。
２１世紀の本格的な少子高齢化社会を展望した、平成２２年度までに講ず
べき施策の方向性と達成すべき目標量を示している。施策の展開にあ
たっては、人権の尊重、市民参画システム、地域での総合的支援、市民
本位のサービス、公私の役割分担、公平と公正の確保を６つの柱として、
関連分野とさらなる連携強化を図り、市民と共に健康福祉のまちづくりを
推進する。計画は、全市民に対する地域プラン、健康プランとともに、対
象者ごとの子どもプラン、高齢者プラン、障害者プランで構成されている。
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分野名 事業名 開始年度 予算額(千円) 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
リフトバス運行
（障害保健福祉課）

昭和５０年度 3,105   車いす使用の身体障害者の団体等が研修やレクリエー
ション等を行う場合にリフトバスを運行する。

身体障害者結婚相談
（障害保健福祉課）

昭和48年度 3,207   身体障害者の結婚に関する相談を、相談所を設置して
応じる。

生活環境 徘徊知的障害者捜索シス
テム事業（障害保健福祉
課）

平成１５年度 -   徘徊のおそれがある知的障害者に携帯端末機を所持さ
せ、行方不明時に位置検索を行うとともに、警察等関係
機関と連携を取り早期発見・保護を行う。

住宅整備資金貸付
（障害保健福祉課）

平成５年度 12,000   障害者のいる世帯に対し、住宅の増改築又は改造に必
要な資金の貸付を行う。（貸付限度額：２００万）

教育・育成 在宅重度障害者レクリ
エーション（障害保健福祉

昭和５５年度 1,046   外出の機会に恵まれない在宅の重度身体障害者に野
外活動訓練を実施する。（対象者と保護者７０組）

在宅心身障害児親子レク
リエーション（障害保健福
祉課）

昭和５１年度 1,768   外出の機会に恵まれない心身障害児の親子を対象に、
１日レクリエーションを実施する。（親子１８０組）

療育キャンプ（障害保健福
祉課）

昭和４６年度 1,594   在宅心身障害児を対象として、自宅以外での宿泊経験
及び集団訓練の場を提供する。（保護者同伴で２５組程
度）

療育訓練（障害保健福祉
課）

昭和４９年度 5,675   在宅の脳性マヒ等の心身障害児にリハビリ訓練の場を
設け、児童と保護者が一緒になり２日～１週間程度泊ま
り込み集団生活を通じて療育を行う。

知的障害者いこいの家運
営費補助（障害保健福祉
課）

昭和６２年度 3,000   在宅の知的障害児・者のいこいの家、短期保護預かり
の場である「ひまわりホーム」への助成を、福岡市手をつ
なぐ育成会へ実施。

雇用・就業 知的障害者福祉訓練
（障害保健福祉課）

昭和５３年度 117,424 　市内の公園で、知的障害者に一定期間、公園清掃等に
必要な作業知識、技能の習得及び生活指導を行う。

パソコン講習
（障害保健福祉課）

昭和５４年度 4,385 　障害者の社会参加及び就職を促進するために、パソコ
ン講習（入門コース、資格取得コース）を実施し、その費
用を助成する。

福祉作業所補助金
（障害保健福祉課）

昭和５７年度 484,119 　企業等へ就職することが困難な在宅の障害者を対象
に、社会参加促進のため社会適応訓練や作業訓練など
を実施している作業所の運営団体に対し、一定の補助金
を交付する。

障害者就労支援センター
運営経費
（障害保健福祉課）

平成１５年度 101,527 　障害者の一般企業等への就労を促進するため、本人
や家族及び関係機関や企業からの相談に応じるととも
に、職場で直接仕事の内容などをわかりやすく指導する
ジョブコーチを派遣して、就労面と生活面の双方から支援
を行う。

保健・医療 重度心身障害者医療費助
成（保険年金課）

昭和４９年度 3,426,236 　重度心身障害者の保険診療による医療費の自己負担
分相当額(入院時の食事療養に係る標準負担額を除く)を
助成

情報・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

国際協力
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